「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票
	実施計画項目
	１．就業機会の確保

	
	（1） 自立支援センターにおける就労支援機能の充実強化等
（2） 事業主等に対する啓発並びに試行雇用の実施による新たな職場への円滑な適応促進
（４） 常用雇用による自立が困難な人に対する事業
（６） 民間団体の活用

	実施計画内容

	（1） 自立支援センターにおける就労支援機能の充実強化等
自立支援センターにおける就労支援機能の充実強化を図るため、公共職業安定所との密接な連携のもとで実施される職業相談員による職業相談、職業紹介、求人開拓等に加え、民間のノウハウを活用した再就職支援事業の導入を図ります。また、これまで大阪府が自立支援センターと連携して行ってきた常用雇用促進事業については、就労支援機能の一環として位置付け、従事期間の延長など運用の改善を図ります。
（2） 事業主等に対する啓発並びに試行雇用の実施による新たな職場への円滑な適応促進
ホームレスの人の多様な雇用・就労の場の確保を図るためには、事業主等の理解を深めることが極めて重要です。このため、経済団体や商工団体等との連携を図り、事業主等に対しホームレス問題についての啓発活動を行います。

また、国が実施するホームレス等試行雇用事業が活用され、ホームレスの人の雇用促進、職場適応が図られるよう、国や経済団体、商工団体等と連携し、事業主等に対し利用促進の働きかけを行います。
（４） 常用雇用による自立が困難な人に対する事業
自立支援センター入所者の中にも長期のホームレス生活の継続等から、常用就職を希望していてもそれが適わず、一定期間を経過したことにより、退所に至る例が見受けられます。

こうした常用雇用による自立が直ちに困難な人に対して、ＮＰＯ等民間団体が都市におけるすき間産業的な職種や内職等を含め、幅広く仕事を開拓し、就業機会を提供する取組みを促進するため、その支援策を講じます。
（６） 民間団体の活用
従来から、大阪府ではホームレスの人の就業機会の確保に関して、ホームレスの人の生活実態を把握し最も身近な地域団体としてＮＰＯや社会福祉法人に事業を委託しています。今後においても、これらＮＰＯや社会福祉法人等民間団体を活用するとともに、積極的に連携を図るものとします。

	事業実績

	（１）自立支援センターにおける就労支援機能の充実強化等
○「ホームレス・アウトプレースメント事業
(モデル事業としてH16～H19に実施)」

自立支援センター入所者のうち、就労意欲の乏しい人など就職が困難な人を対象に民間再就職支援業者のノウハウを活用した当事業を導入

　　H16(13,818千円)　H17(13,600千円)  H18(13,600千円)　
H19(14,000千円)　

○「野宿生活者常用雇用促進事業」

国の「緊急地域雇用創出特別基金事業」を活用しH12からH16まで実施

　　H12(33,399千円)　　H13(73,000千円)  　　　H14(80,380千円)

 　 H15(77,622千円)　　H16(65,484千円) 
（２）事業主等に対する啓発並びに試行雇用の実施による新たな職場への円滑な適応促進
○平成16年10月、野宿生活者（ホームレス）の自立に向けた支援のあり方について、行政機関・経済団体・労働団体の「オール大阪」で協議し、雇用の促進と就労支援に努めるため、大阪野宿生活者（ホームレス）就業支援協議会を設置した。（大阪労働局、府、市、経済４団体、連合大阪で構成）

○平成17年4月、自立支援センター入所者及びあいりん地域高齢日雇労働者に対する就業機会の確保・提供による自立支援を目的として、大阪ホームレス就業支援センター運営協議会（府、市、（財）西成労働福祉センター、社会福祉法人３法人、連合大阪で構成）を設置し、平成17年8月に大阪ホームレス就業支援センターを開設した。

○平成18年度・平成19年度に、大阪ホームレス就業支援センターが大阪野宿生活者就業支援協議会と連携し、経済団体関係企業に対して、ホームレスの人等の就業機会拡大に関するアンケート調査を実施し、啓発に努めた。

○大阪ホームレス就業支援センターの事業案内リーフレットに、国のホームレス等試行雇用事業案内を掲載し、啓発に努めた。
（４） 常用雇用による自立が困難な人に対する事業
（６） 民間団体の活用
○大阪市、民間団体、労働団体とともに「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」を平成１７年４月に組織し、国の「ホームレス就業支援事業」を受託し、ホームレスの方のニーズに合った就業機会を民間事業所等から幅広く確保・提供する等、様々な支援を実施している。
　　事業費（全額国庫委託金）

　　　H17 　(51,486千円)　　 　H18　 (157,816千円)　

　　　H19 　(129,593千円)　　　H20 　(175,422千円)※予算額　

○「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」に対して、大阪市とともに運営補助を行っている。

事業費（府市運営補助）（負担割合：府1/2、市1/2）

Ｈ１７　　　　　　７，１６２千円

　　　Ｈ１８　　　　　　８，９９６千円

　　　Ｈ１９　　　　　　８，６３４千円

　　　Ｈ２０（予算額）　９，０００千円

	事業効果
	（１）自立支援センターにおける就労支援機能の充実強化等
○「ホームレス・アウトプレースメント事業」

自立支援センターの入所者の退所時点における就職状況は、厳しい雇用情勢にあっても、就職率40%程度の実績を上げているなか、モデル事業として実施した当事業の平均就職率は約60%となっており、就職率の向上につながっている。

H16 対象者30人就職者23人(就職率76.7%)　
 H17 対象者50人就職者32人(就職率64.0%)

H18 対象者66人就職者29人(就職率43.9%)　
 H19 対象者68人就職者38人(就職率55.9%)

○「野宿生活者常用雇用促進事業」

府の管理施設等の除草清掃作業に従事させ、勤労意欲の熟成を図り、常用雇用に結び付けた。

　H12 従事者138人　H13 従事者365人　H14 従事者436人

　H15 従事者408人　H16 従事者90人
（２）事業主等に対する啓発並びに試行雇用の実施による新たな職場への円滑な適応促進
○ホームレスの人等の就業機会拡大に関するアンケート調査

　Ｈ１８　約5,200社に発送、376社より回答あり。

　Ｈ１９　約5,400社に発送、209社より回答あり。

・参考：国のホームレス試行雇用事業実績（試行雇用開始者数）

　　　　Ｈ１６　　Ｈ１７　　Ｈ１８　　Ｈ１９

　　　　３３人　　５１人　　６３人　　６２人　（大阪労働局管内）
（４） 常用雇用による自立が困難な人に対する事業
（６） 民間団体の活用
○民間事業所等から就業機会を確保・提供する等、効果を挙げている
Ｈ１７　　Ｈ１８　 Ｈ１９　　 Ｈ２０（予定）

就業支援相談　　804人　 1,559人　 1,796人　 2,100人

事業所接触　　1,093件　   717件　 1,133件　 1,200件

請負仕事従事　  800人　 2,874人　 2,944人 　2,900人

雇用　　　　  　133人　   364人　   431人　 　450人

職場体験講習　   56人　   211人　　 239人　 　280人

	課題・問題点
	（１）自立支援センターにおける就労支援機能の充実強化等
○自立支援センターの入所者のうち、特に長期の野宿経験者や高齢者は就労意欲が乏しく、生活習慣や労働習慣を取り戻す必要があるなど、就職が困難なケースが多くなってきており、就職率が伸び悩んでいる。
（２）事業主等に対する啓発並びに試行雇用の実施による新たな職場への円滑な適応促進
○国のホームレス試行雇用事業は一定の実績を上げているが、ホームレスの人等の就業について、今後も更なる啓発が必要である。
（４） 常用雇用による自立が困難な人に対する事業
（６） 民間団体の活用
○これまで以上に民間事業所等からも積極的に幅広く仕事等を開拓する必要がある。


	今後の取り組み方向
	（１）自立支援センターにおける就労支援機能の充実強化等
○平成２０年度より「ホームレス・アウトプレースメント事業(モデル事業としてH16～H19に実施)」の手法が国の「ホームレス就業支援事業」に採択されたことから、今後は、これを活用し、就職率の向上を図っていく。
　また、国の「緊急地域雇用創出特別基金事業」の終了により、「野宿生活者常用雇用促進事業」は平成１６年度で廃止したが、平成１７年度から開始された国の「ホームレス就業支援事業」を活用し、引き続き就労による自立の促進を図ることとした。

（２）事業主等に対する啓発並びに試行雇用の実施による新たな職場への円滑な適応促進
○大阪ホームレス就業支援センター運営協議会と大阪野宿生活者（ホームレス）就業支援協議会で連携し、引き続き啓発活動を行うとともに、民間企業等からの就業機会の開拓を強化する。
（４） 常用雇用による自立が困難な人に対する事業
（６） 民間団体の活用
○大阪ホームレス就業支援センターでは、引き続き民間事業所等への求人開拓に努めるとともに、「大阪野宿生活者(ホームレス)就業支援協議会」を通じて経済団体との連携を図りながら、新たな就業機会を創出するための方策を検討するなど、様々な形で開拓に取り組んでいく。さらに、国に対して河川・道路等の管理に伴う作業にホームレスの人が従事できる仕組みを構築するなど、今後の安定的な就業機会の確保・提供するよう強く働きかけていく。


	担当部室課
	商工労働部雇用推進室労働福祉課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	１．就業機会の確保

	
	（３）技能講習や職業訓練の実施による職業能力の開発・向上

	実施計画内容
	　ホームレスの人に対して技能労働者として必要な知識・技能を習得又は向上させるため、現在、国の技能講習事業が約50科目の規模で実施されていることから、引き続きその活用を図ります。

また、ホームレスの人の就業の可能性を高めるため、大阪府が実施する既存の教育訓練機会を活用するほか、新たに民間教育訓練機関等に委託して職業訓練を実施します。


	事業実績

	○大阪府ホームレス就労支援事業

　民間教育訓練機関に委託して実施する｢離職者等再就職訓練事業｣の枠組みを活用し、平成16年度からホームレス優先枠を設定して職業訓練を実施した。

　平成16年度(予算額)　　６，４６８千円

　平成17年度(予算額)　　６，４５３千円

　平成18年度(予算額)　　５，２１８千円

	事業効果
	

	課題・問題点
	・府の訓練を受講するためには、費用の自己負担（教科書代、訓練実施場所までの交通費、昼食代等）が必要となること。→国の技能講習事業では自己負担無し。

・府の訓練はほとんどが3ヶ月間であり、自立支援センターへの入所期間が限られている(原則3ヵ月以内)入所者にとっては、長期の受講は費用負担の面からも受講が困難なため、年々受講者数が減少。

・国の技能講習事業は年々科目数が増えるなど充実してきており、府の訓練科目との重複科目も多い。（フォークリフト・玉掛・クレーン、ビルクリーニング、訪問介護員2級養成）

	今後の取り組み方向
	・大阪府ホームレス就労支援事業は、平成16年度から18年度までの3ヵ年の予算措置であること及び、同種の事業である国の技能講習事業の充実等により、平成18年度をもって事業終了。

・平成19年度以降は、一般の離職者等と同様に、希望があれば「離職者等再就職訓練事業」の対象者としてハローワークを通じた受講申込により、引続き就労支援を行っていく。

	担当部室課
	商工労働部雇用推進室労働福祉課・能力開発課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票
	実施計画項目
	１．就業機会の確保

	
	（５）雇用促進を目的とした公契約における配慮

	実施計画内容
	大阪府が発注する各種の委託業務のうち、自立支援センター入所者の再就職先として見込める職種が対象となる業務を総合評価制度により入札する場合には、ホームレスの人の雇用状況等を評価項目に加えることについて検討します。



	事業実績
	平成１６年度から大規模施設での清掃業務発注において、評価項目にホームレスを含む就職困難者の雇用など、「行政の福祉化」の視点を盛り込んだ総合評価入札制度を導入し、ホームレス自立支援センターを利用した雇用についても評価項目の一つとした。

また、平成１８年度からは中規模施設（府民センター）においても、同様の視点を盛り込んだ制度を導入した。
【対象物件】

・大規模施設：１６年度⇒９施設（府本庁舎、産業技術総合研究所、門真運転免許試験場、大阪府立大学、急性期・総合医療センター、呼吸器・アレルギー医療センター、精神医療センター、成人病センター、母子保健総合医療センター）

　　　　　　　　１７～１９年度⇒９施設（上記9施設）

　　　　　　　　２０～２３年度⇒１０施設（上記9施設、警察本部本庁舎）

・中規模施設：１８～２０年度⇒３施設（北河内・南河内・泉南）

　１９～２１年度⇒２施設（三島・泉北）

　２０～２３年度⇒１施設（中河内）

	事業効果
	総合評価入札制度における、ホームレス自立支援センターを通じた雇用状況は下記のとおり

・１６年度：大規模施設１２名

　・１７年度～１９年度分：大規模施設４４名

　・１８年度～２０年度分：中規模施設１名

	課題・問題点
	本制度を広く普及するためには、評価項目等の簡素化を図るとともに、市町村等へ周知していくことが重要

	今後の取り組み方向
	企画提案書等の提出資料を簡素化するなど、入札参加者の負担軽減を検討するとともに、本制度を通じて、ホームレスを始めとした就職困難者の雇用促進を進めていく。

	担当部室課
	総務部契約局契約第二課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	２．安定した居住場所の確保

	
	（１）公営住宅への入居支援

	実施計画内容
	　大阪府営住宅等においては、公営住宅法の趣旨を踏まえつつ、応募や入居手続きに関して柔軟な対応を図るものとします。


	事業実績

	府営住宅の入居資格要件において、

①住所及び保証人については、自立支援センターや民間支援組織の証明等で対応

②生活保護受給者の入居資格要件（単身資格、収入）は、生活保護受給証明書で対応

③その他の者の入居資格要件（単身資格、収入）は、原則として確認書類の提出を求めるが、特別な事由により提出が困難な場合、支援センターや民間支援組織の証明により対応

敷金については、各自の状況に応じ徴収猶予制度を適用

等、手続きに関しての柔軟な対応を行っている。

	事業効果
	　入居資格要件の緩和措置を講じることにより、ホームレスの居住場所の確保の拡大につながる。

	課題・問題点
	　公営住宅の目的外使用として、ホームレス自立支援事業により就業した者に対して生活上の支援を行う事業の対応。

	今後の取り組み方向
	引き続き事業を実施することにより、地域で自立した生活を送るための支援に努める。

	担当部室課
	住宅まちづくり部住宅経営室住宅管理課



「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	２．安定した居住場所の確保

	
	（２）民間賃貸住宅の活用

	実施計画内容
	　地域における低廉な家賃の民間賃貸住宅に関する情報及び民間の保証会社等に関する情報を得られるよう、民間賃貸住宅にかかわる団体等に対し、これらの情報提供を要請します。さらに、これらの情報が的確かつ円滑に提供されるよう市町村や自立支援センター等との連携を図ります。

また、民間賃貸住宅にかかわる団体に対し、団体の会員等に対する研修会等の場を活用し、法の趣旨及び実情等について周知されるよう要請し、啓発活動を行います。

	事業実績

	自立支援センターの退所者等、就労等により地域社会の中で自立した日常生活を営むことが可能となったホームレスに対して、民間賃貸住宅の関係団体の協力を得て、低廉な家賃の民間賃貸住宅や保証会社等に関する情報の提供を行うためにホームレス自立支援住宅登録を行った。

・平成１６年９月　関係団体に対し、府知事、大阪市長連名で文書による協力依頼、また各団体の総会等において、府・市から趣旨説明、協力依頼

· 平成１６年10月　物件の登録開始

【参考】

自立支援センターの退所者の実績：298名（H２０．３月　現在）

	事業効果
	・登録数：１１物件（328戸）　

・内　訳：大阪市西成区（5戸、37戸、10戸、10戸、70戸）、

阿倍野区（20戸）、枚方市（3戸）、東大阪市（60戸）

堺市（43戸、34戸、16戸）



	課題・問題点
	· 「安定した居住の場所の確保」は、就労支援等による自立生活可能が前提。

· H18年度以降、登録物件がないところから、改めて、制度の周知・徹底が必要。

· 庁内関係課、大阪市等関係団体との協力関係の更なる構築。

	今後の取り組み方向
	· 引き続き、低廉な家賃の民間賃貸住宅や保証会社等に関する情報の提供のための登録を行う。

· 庁内関係課、大阪市等との十分な調整を行い、相互連携のもと施策を実施する。

· 民間賃貸住宅の活用促進について、関係団体や庁内関係課と連携を図りながら、的確かつ円滑な情報提供を行う。

	担当部室課
	住宅まちづくり部居住企画課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	３．保健及び医療の確保

	
	

	実施計画内容
	保健及び医療の確保について、市町村と連携・協力し、個々の状況やニーズに応じて、健康状態の把握や清潔の保持などに努めるとともに、検査、治療等ができるよう保健、医療及び福祉の連携を図ります。

また、結核対策については、結核り患者の早期発見及び治療が徹底できるように対策を行うとともに、保健所、医療機関、福祉事務所等が密接な連携を図ります。



	事業実績

	・ホームレスの結核健診の結果については、結核予防会大阪府支部で二次読影（二重読影）を行い、その結果をもとに本庁（地域保健感染症課・社会援護課）及び保健所にて方向性を検討してきた。

・要精密検査と診断された者には、結核疑い以外の場合でも関係機関と連携のうえ、受診に結び付けてきた。

<要精密検査者数>

・平成16年度：1名（うち結核患者：1名　他疾患：0名　異常なし（経過観察）：0名）
・平成17年度：5名（うち結核患者：1名　他疾患：3名　異常なし（経過観察）：1名）
・平成18年度：1名（うち結核患者：0名　他疾患：1名　異常なし（経過観察）：0名）
・平成19年度：5名（うち結核患者：2名　他疾患：0名　異常なし（経過観察）：3名）
・平成20年度：２名（うち結核患者：0名　他疾患：0名　異常なし（経過観察）：2名）

	事業効果
	・野宿生活者は、健康管理の機会に恵まれないなどの理由により、肺がん等の疾患が発見しにくい。また、結核の発生率が高く、加えて発見時に重症化している場合や治療継続が困難な事例が多く、他者への感染源となることも懸念されるが、ホームレスの結核健診を実施することにより、これらの胸部疾患を発見することができ、早期に治療を開始することが可能となった。

	課題・問題点
	・精密検査の受診拒否者への説明・受診勧奨。

・自己退院者への対策。

	今後の取り組み方向
	・過去の実績からみても、結核を含め様々な胸部疾患の発見が可能であるため、今後ともホームレスの巡回結核健診については継続し実施する。



	担当部室課
	健康福祉部保健医療室地域保健感染症課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	3　保健及び医療の確保

	
	（１）　健康相談等　（２）　疾病の発見及び医療機関への受診

	実施計画内容
	　　（１）健康相談等

街頭相談事業において、健康対策の推進を図るため、保健所や市町村保健センター等と連携し、健康相談等を行うものとします。また、アルコール依存症や心のケアが必要な人については、その状況を把握するとともに、個々の状況に応じて、大阪府こころの健康総合センター等の精神保健福祉の関係機関や福祉事務所等と連携、協力し、必要に応じて精神保健相談を実施するとともに、医療機関への受診や社会福祉施設への入所等、専門機関等につなげるよう支援します。
（　（２）疾病の発見及び医療機関への受診

街頭相談事業において、医療の必要があると思われるホームレスの人に対しては、適切な医療を受けられるよう福祉事務所と連携しながら医療機関への受診につなげます。また、街頭相談において、健康に不安を抱える人に対しては、自立支援センター等への入所を指導し、自立支援センター等において、入所時健康診断を実施し、疾病の発見に努めます。これらの人について、継続的な相談及び支援を実施するものとします。また、保健所においては、公園等でホームレス結核検診の機会を利用して、健康対策推進の観点から、無料低額診療情報や保健所における検診情報の提供を実施します。

	事業実績

（実施状況）
	・平成15年7月に「大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会」を設置し、広域的にホームレス対策に取り組む体制を構築。

・協議会の下、大阪市を除く府域を４つのブロック（豊能・三島、北河内、中・南河内、泉北・泉南）に分けて、市町村が実施主体となり平成16年度から巡回相談指導事業を実施。巡回相談員が福祉事務所、医療機関などと連携しながらホームレスの方を定期的に訪問して健康状態や福祉、就労等に関するニーズを把握するとともに、医療機関の受診、特別養護老人ホームなどの社会福祉施設への入所、生活保護による居宅設定など、自立に向けて必要な支援を実施。

・泉北・泉南ブロックで平成17年3月に開所した自立支援センターへの入所勧奨を行い、センターでは体調等に配慮したアセスメントや健康診断、生活相談を行い、受診等に繋げている。

＜巡回相談指導事業による個別対応状況（平成19年度）＞

　・医療相談指導：752件　　・救急搬送依頼：22件

　・福祉事務所への報告（生活保護申請同行を含む）：1,168件

	事業効果
	　巡回相談指導事業、自立支援センター事業を通じ、健康状態が不安なホームレスの人に対する医療受診・センターの入所勧奨による健康診断に努めた結果、下記の効果をあげることができた。

＜平成19年度の野宿生活からの脱却状況＞

　・巡回相談指導事業によって、233人がホームレス状態から脱却　疾病の発　

　　見、医療機関への受診等を通じて脱却された方が多数。

	事業効果
	　　内訳　入院：95人　自立支援センター入所：81人

　　　　　生活保護による居宅設定：32人　住み込み就労：9人

　　　　　施設入所：8人　年金受給等：8人

	課題・問題点
	・野宿期間が長期化、高齢化したホームレスの人たちへの対応

・面談を拒否したり、積極的な支援を求めないため、聞き取りできないホームレスの人たちへの対応。

	今後の取り組み方向
	・巡回相談指導事業によって、野宿期間の長期化、高齢化により健康面での不安を抱えるホームレスの方の医療面等での支援（保健及び医療の確保）、ホームレス数の減少に成果を挙げており、同協議会のもと、引き続き市町村と連携、協力し、相談体制の充実を図りつつ、事業を実施していく。

	担当部室課
	健康福祉部社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	３．保健及び医療の確保

	
	（２）疾病の発見及び医療機関への受診

	実施計画内容
	　街頭相談事業において、医療の必要があると思われるホームレスの人に対しては、適切な医療を受けられるよう福祉事務所と連携しながら医療機関への受診につなげます。また、街頭相談において、健康に不安を抱える人に対しては、自立支援センター等への入所を指導し、自立支援センター等において、入所時健康診断を実施し、疾病の発見に努めます。これらの人について、継続的な相談及び支援を実施するものとします。また、保健所においては、公園等でホームレス結核健診の機会を利用して、健康対策推進の観点から、無料低額診療情報や保健所における検診情報の提供を実施します。

	事業実績

	・ホームレス結核健診については、府内対象地域7ヵ所（久宝寺緑地・淀川河川敷（右岸・左岸）・大津川河川敷・臨海地域・服部緑地等）にて実施。

・健診の結果、医療が必要となった場合、結核病床を有する病院に入院させる。結核の場合は近年、ホームレスの受け入れに支障の少ない阪奈病院や和歌山県の神田病院に紹介する方向性を採っている（19年度の結核患者2名は、この2ヶ所の病院に収容）。

・平成19年度は、結核の症状疑いにて、保健所にて胸部エックス線撮影を実施した事例が一例あり（その後、無料低額診療にてＣＴ検査を受診）。

	事業効果
	・ホームレス巡回健診により、結核以外の他疾患（肺がん等）も発見されることがあり、諸疾患の早期発見→早期治療に繋がっている。

・無料低額診療事業により、確定診断に結びつくことが可能であるため、確実な治療が行うことができる。

	課題・問題点
	・自己退院する事例があり、結核の場合は不完全治療による多剤耐性結核に移行する可能性がある。

・要精密検査になっても、受診拒否をする者がいる（周囲に感染を広げる可能性がある）。



	今後の取り組み方向
	・要精密検査者を確実に医療に結びつけるために、関係機関（府・市・福祉関係機関等）より充分説明を行う。

	担当部室課
	健康福祉部保健医療室地域保健感染症課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	３．保健及び医療の確保

	
	（３）結核にり患している人への対応

	実施計画内容
	　保健所等においては、結核にり患している人を早期発見するため、ホームレス巡回結核検診または所内結核検診の実施を検討します。検診の結果、医療の必要があると認められる結核り患者については、適切な医療機関への受診につなげるとともに、保健所等は福祉事務所と連携した包括的な結核治療支援にあたります。また、結核にり患している人が治療完了できるように、医療機関における服薬支援及び居宅等において保健所からの訪問による服薬支援を実施するとともに、自立支援センター等への入所事業などを活用し、服薬支援のために生活環境の改善を図るよう努めます。

大阪府は、結核検診を始めとしたホームレスに対する結核対策を推進するため、大阪府内保健所設置市結核担当課と定期的にホームレスの人に関する結核発生状況や結核対策の進捗状況についての情報交換を図り、大阪府域全体として連携した結核対策が展開し得るよう調整に努めます。

	事業実績

	ホームレス巡回結核検診の実績

対象者数　受診者数（受診率）　結核患者数（発見率）

・平成１６年度　　 ３７６　　１１２　（29.8%）　   １　   （0.9%）

・平成１７年度　   ３９２　  １２４　（31.6%）　   １     （0.8%）

・平成１８年度　　 ３３９　  １０５　（31.0%）　   ０     （0.0%）

・平成１９年度　　 ２５７　    ７９　（30.7%）　   ２     （2.5%）

・平成２０年度　　 ２０１　    ７３  （36.3%）     ０     （0.0%）

	事業効果
	平成１６～２０年度の結核健診にて、結核患者が４名発見されている。これは受診者数の約0.81%にあたり、これは定期の健康診断が結核対策の政策上有効であると判断すべき患者発見率0.02～0.04%の約20～41倍にあたり、このことからホームレスは発病の可能性が高い結核のハイリスク層であるといえる。

結核対策としてのホームレス健診はかなり有効であると思われる。

	課題・問題点
	・本人の所在が不明になる、医療を拒否する等、結核の医療に結びつかない場合がある（感染の拡大に繋がる）。

・入院治療になっても、自己退院し不完全な治療（多剤耐性結核となる可能性が高い）となる場合がある。

・退院後の服薬支援（DOTS）が困難な場合がある。

	今後の取り組み方向
	・結核の発見率も高いことから、今後とも継続して健診を実施する。

・府、市、福祉関係機関及び医療機関で密に連絡を取り、結核患者を確実に結核の治療に結びつけることができるよう、更なる連携を図る。

・自立支援センター等に入所させることによる、服薬支援（DOTS）の実施。

	担当部室課
	健康福祉部保健医療室地域保健感染症課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	３　保健及び医療の確保

	
	　（４）　医療の確保

	実施計画内容
	　ホームレスの人に対する医療の確保を図るため、応招義務（医師法（昭和23年法律第201号）第19条第１項又は歯科医師法（昭和23年法律第202号）第19条第１項に規定する医師又は歯科医師の診療に応ずる義務）の趣旨について、保健所又は医師会等の関係団体等を通じ、医療機関への周知徹底を図るとともに、無料低額診療事業（社会福祉法（昭和26年法律第45号）第2条第3項第9号に規定する生計困難者のために無料又は低額な料金で診療を行う事業をいう。以下同じ。）を行う施設の積極的な活用を図ります。このため、無料低額診療事業のより一層の周知を図ります。

また、病気等により急迫した状態にある人及び要保護者が医療機関に緊急搬送された場合については生活保護の適用を行うものとします。

	事業実績

	・平成15年7月に「大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会」を設置し、広域的にホームレス対策に取り組む体制を構築。

・協議会の下、大阪市を除く府域を４つのブロック（豊能・三島、北河内、中・南河内、泉北・泉南）に分けて、市町村が実施主体となり平成16年度から巡回相談指導事業を実施。巡回相談員が福祉事務所、医療機関などと連携しながらホームレスの方を定期的に訪問して健康状態に関するニーズを把握し、福祉事務所と調整のうえ無料低額診療病院等への受診同行、病気等で緊急に治療を要する人等に対し生活保護の適用について福祉事務所と調整している。

・以下の施設と連携をとってホームレスの人の医療の確保につなげることができた。

○巡回相談指導事業で利用する府内の無料低額診療所（大阪市内除く）

　迅速かつ適切な受診体制を確保するため、庁内関係課と連携しながら実施

　豊能・三島ﾌﾞﾛｯｸ：大阪府済生会茨木病院、北大阪警察病院（茨木市）、大阪府

済生会吹田病院、大阪府済生会千里病院（吹田市）

　北河内ﾌﾞﾛｯｸ：大阪キリスト教社会館診療所（門真市）

　中・南河内ﾌﾞﾛｯｸ：竹井病院、小阪病院（東大阪市）、岩田記念診療所（松原市）

　泉北・泉南ﾌﾞﾛｯｸ：浅香山病院（堺市）、寺田萬寿病院（岸和田市）、大阪府済

生会新泉南病院（泉南市）

○巡回相談指導事業で利用する府内の救護施設（大阪市を除く）と定員＞

　・三恵園（能勢町・70名）　　・高槻温心寮（高槻市・200名）

　・フローラ（東大阪市・90名）　　・美原の里（堺市美原区・60名）

　・みなと寮（河内長野市・200名）　　・りんくうみなと（泉南市・150名）

○巡回相談指導事業による個別対応状況（平成19年度）

　・救急搬送依頼：22件　　・医療相談指導：752件　　

・福祉事務所への報告（生活保護申請同行を含む）：1,168件



	事業効果
	巡回相談指導事業を通じ、健康状態に不安があるホームレスの人の医療の確保等に努めた結果、下記の効果をあげることができた。

○巡回相談指導事業によって、昨年度233人がホームレス状態から脱却

　内訳　入院：95人　自立支援センター入所：81人

　　　　生活保護による居宅設定：32人　住み込み就労：9人

　　　　施設入所：8人　年金受給等：8人

	課題・問題点
	・野宿期間が長期化、高齢化したホームレスの人たちへの対応

・面談を拒否したり、積極的な支援を求めないため、聞き取りできないホームレスの人たちへの対応

・無料低額診療施設等医療機関との更なる連携

	今後の取り組み方向
	・巡回相談指導事業によって、野宿期間の長期化、高齢化により健康面での不安を抱えるホームレスの方の医療の確保・支援、ホームレス数の減少に成果を挙げており、同協議会のもと、引き続き市町村と連携、協力し、相談体制の充実を図りつつ、事業を実施していく。

	担当部室課
	健康福祉部社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	４．生活に関する相談及び指導

	
	(1)　総合的な相談・指導体制の確立　　(2)　心のケア

(3)　街頭相談事業の実施

	実施計画内容
	　ホームレスの人の状況を把握し、個々の状況やニーズに応じた自立支援が的確に図られるよう、以下の点に留意しつつ、関係機関と連携し総合相談（街頭相談）事業を実施します。

(1)　総合的な相談・指導体制の確立

街頭相談事業及び福祉事務所、関係機関や救護施設等社会福祉施設は相互に連携して、総合的な相談及び指導を行えるよう協力するものとします。

(2)　心のケア

街頭相談事業において、心のケアが必要なケースについては、大阪府こころの健康総合センター等の精神保健福祉の関係機関や福祉事務所等と連携、協力し、必要に応じて精神保健相談を実施するとともに、自立支援センターや社会福祉施設等と連携し、医療機関への受診や社会福祉施設への入所等、専門機関等につなげるよう支援します。

(3)　街頭相談事業の実施

ホームレスの人の状況を把握し、福祉事務所等関係機関と連携しつつ、自立支援センターへの入所勧奨や病気等により急迫した状態にある人の救急通報、医療機関へのつなぎ、その他個々の状況に応じた支援を行うため、アウトリーチ手法による相談体制（街頭相談事業）を整備していきます。

また、市町村は、地域の実情に応じ、社会福祉協議会、社会福祉士会、ＮＰＯ、ボランティア団体、民生委員及び児童委員、地域住民等とも連携、協力しながら、街頭相談事業を活用し、具体的な相談内容に応じて福祉事務所や公共職業安定所等の関係機関への相談につなげていきます。

	事業実績
	・府及び全市町村で構成する「大阪府・市町村ホームレス自立支援推進協議会」で策定した「大阪府域ホームレス自立の支援等に関する事業計画」に基づき、ホームレス自立支援巡回相談指導事業を実施する体制を整備
· 平成１５年７月　　協議会設立

・　平成１６年４月～　（従前から実施済の大阪市を除く）府域全４ブロックで巡回相談事業開始　巡回相談員がホームレスの方を定期的に訪問して健康状態や福祉、就労等に関するニーズを把握するとともに自立に向けて必要な支援を福祉事務所や関係機関と連携のうえ実施。また、本人の状態等に応じ医師、歯科医師、精神保健福祉士、看護師、弁護士、司法書士等が同行し、医療相談、法律相談等を実施。＜昨年度延べ巡回件数＞　豊能・三島：2,233件、北河内：2,472件、中・南河内：3,427件、泉北・泉南：2,545件

	事業実績

	泉北・泉南ブロックで平成17年3月に開所した自立支援センターへの入所勧奨を行い、体調等に配慮したアセスメントや健康診断、生活相談を行い、受診等に繋げている。

· 事業費（府域4ブロック分：負担割合は国1/2 府1/4市町村 1/4）

Ｈ１６　　　　　　　　62,836　千円　　

Ｈ１７　　　　　　　　65,917　千円

Ｈ１８　　　　　　　　65,428　千円

Ｈ１９　　　　　　　　65,427　千円

Ｈ２０（予算額）　　　66,405　千円

	事業効果
	＜ホームレス数の推移（巡回相談指導事業の効果）＞

調査対象
全国調査結果
c－a

H15.1
ａ
H19.1
ｂ
H20.1
ｃ
府（大阪市除く）
1,154
842
686
▲468
大　阪　市
6,603
4,069
3,647
▲2,956
大 阪 府 全 体
7,757
4,911
4,333
▲3,424
· 大阪市を含む府域全域で巡回相談指導事業の実施体制を整備し、ホームレスの方の状況に応じた支援を行うことにより、ホームレス数の減少に効果があった。

大阪府のホームレス概数

　H15.1　7,757人　⇒　Ｈ２０　4,333人　（▲　3,424人）

うち　大阪市

　Ｈ１５　6,603人　⇒　Ｈ２０　3,647人　（▲　2,956人）　

うち　大阪市を除く大阪府域

　　 Ｈ１５　1,154人　⇒　Ｈ２０　　686人　（▲　　468人）

＜平成19年度の野宿生活からの脱却状況＞

　・巡回相談指導事業によって、233人がホームレス状態から脱却　疾病の発　

　　見、医療機関への受診等を通じて脱却された方が多数。

　　内訳　入院：95人　自立支援センター入所：81人

　　　　　生活保護による居宅設定：32人　住み込み就労：9人

　　　　　施設入所：8人　年金受給等：8人

	課題・問題点
	・野宿期間が長期化したホームレスの方への対応

・積極的に支援を求めないホームレスの方への対応

・ホームレスとなる方やホームレスとなるおそれのある方の減少方策

	今後の取り組み方向
	・巡回相談指導事業は、野宿期間の長期化、高齢化が進み、いろんな課題を抱えるホームレスの方の支援、ホームレス数の減少に成果を挙げており、同協議会のもと、引き続き市町村と連携、協力し、相談体制の充実を図りつつ、事業を実施していく。

	担当部室課
	健康福祉部社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	５　自立支援事業及び個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

	
	（1） 自立支援事業　

ア　自立支援センター　　イ　自立支援プログラムの策定

ウ　その他の援助指導　　エ　アフターケア

オ　退所に際する処遇　　カ　地域住民との調整

	実施計画内容
	ホームレスの人に宿所及び食事の提供、健康診断、生活に関する相談及び指導等を行い、自立の意欲を喚起させるとともに、職業相談等を行うことにより、就労による自立を支援する自立支援事業の実施を図ります。

自立支援センターにおいては、次の機能を有し、必要な支援が図られます。

ア　自立支援センター

①　アセスメント

入所者への面接相談により、個々の生活状況を十分に把握するとともに、その状況に応じた処遇を図るため総合評価（アセスメント）を行い、就労及び福祉施策へ誘導を図ります。

②　日常生活を維持するためのサービス

宿所の提供、食事の提供、入浴、散髪など日常生活に必要なサービスを提供します。

③　医療等の確保

入所時の健康診断や定期的な検診を行うとともに治療が必要なケースへの支援を図ります。

⑤　入所対象の弾力化の検討

施設機能の効率的な運用を図るとともに、就労を希望する人の入所などのほか、生活訓練や職業的なリハビリが必要な人、緊急的な住居の提供を必要とする人などの入所も検討します。また、ホームレス概数の少ない地域では、地域の実情に応じ、地域での施設立地を促進するため、小規模な施設等も検討していきます。

⑥　自立に阻害要因を有する人への対応

多重債務等の問題を抱える人については、弁護士等専門家と連携し、自立支援センター等において定例的に行われる弁護士による無料法律相談を活用するなど、問題の法的解決を図るよう支援します。

アルコール依存や薬物依存等の症状がある人については、専門機関を紹介するなどその回復を支援します。

その他、日常生活訓練や精神的なリハビリを必要とする人など自立を阻害する要因を取り除くため、関係機関との連携のもとに必要な援助を行います。

　　イ　自立支援プログラムの策定

入所者個々の状況に応じた自立支援プログラムを策定し、自立へ向け、必要な指導・援助を行います。

	実施計画内容
	　　ウ　その他の指導援助

住民登録、住宅保証人に関する民間住宅保証会社の情報や住宅情報の提供その他必要な指導援助を行います。

エ　アフターケア

自立支援センターにおいては、雇用・就労が実現したことにより退所した人について、地域社会での安定した生活が継続できるよう職場定着指導や生活上の相談など、必要に応じて各種の支援を行い、再び野宿生活にならないよう継続的なケアを行います。

　  オ　退所に際する処遇

　　　次の点に留意し、個々の状況に応じた処遇を検討するものとします。

自立支援事業期間中に結果として就労に至らず退所せざるを得ない人に対しては、福祉事務所と連携し、改めて生活保護の要否判定を行い、居宅生活への移行や福祉施設への入所等について必要な援助を行います。結果的に生活保護の適用により退所した人についても、引き続き、居宅における自立した日常生活を確保するとともに、就労による自立を支援するため、職業相談、就労あっせん等の就労指導を行うなど、生活保護からの自立を支援するよう努めます。

カ　地域住民との調整

自立支援センターの推進にあたっては、地域住民の理解を得ることが必要であり、地域住民との調整に配慮するとともに、ホームレス問題に関する住民啓発や理解の促進を図るよう努めます。



	事業実績
	・大阪市を除く府域では泉北・泉南ブロックの共同事業として、府営大泉緑地

内に自立支援センター「おおいずみ」を平成１７年３月より設置

〔施設概要〕

　設置主体　　堺市　

事 業 費    20年度全体事業費：112,741千円

（負担割合は、国1/2， 府1/4，市町村 1/4）

　運営主体　　社会福祉法人みなと寮

　利用期間　　原則として３ヶ月以内（最長６ヶ月）

　建物構造　　プレハブ平屋建て（宿泊棟２、管理棟及び共用棟各１、ユニッ

　　　　　　トスペース）

○自立支援センター「おおいずみ」の運営状況

 ①　アセスメント
 イ　自立支援プログラムの策定
・生活指導員が、入所者の過去の生活状況、親族等の把握や共同生活を行う上で必要な生活指導を行うとともに、これまでの生活歴や健康状態等を勘案しながら個人ごとの自立支援プログラムを策定している。

②　日常生活を維持するためのサービス
・入所者の宿泊（約３畳の個室仕様）・食事・衣料・入浴，シャワー・談話室・洗濯場の提供、自転車の無料貸し出し等を実施

	事業実績

	③　医療等の確保

・入所時の健康相談や医師・看護師による定期的な医療相談・健康相談を実施。また、治療が必要な場合は、必要な医療が確保できるように支援を実施。
⑤　入所対象の弾力化の検討
　・生活訓練や職業的なリハビリが必要な人、緊急的な住居の提供を必要とする人などに対し、一時的な宿所の提供などアセスメント機能も果たしている。
6 自立に阻害要因を有する人への対応

・生活指導員が職業、生活保健その他身の上の相談指導を行い、必要に応じ　

　て弁護士会の協力を得て無料法律相談会を実施している。

　・アルコール依存や薬物依存等の症状がある人の場合、本人が入所を拒むことが多いが、アセスメントを受けるために入所した人については、専門の治療機関への受診につないでいる。
ウ　その他の指導援助
 ・就労等により退所される人については、本人の希望に即した住宅情報の提供、住民登録、住宅保証人に関する民間住宅保証会社の情報の提供などの必要な指導援助を実施。

エ　アフターケア
  ・就労退所した人が、職場に定着し、地域社会の中で安定した生活が営めるよう、指導・助言、生活上の相談など、必要な支援を行っている。

・民間のＮＰＯ法人が自立支援センターを退所した人を対象に実施する自立

支援住宅の情報提供、入居斡旋なども実施。

オ　退所に際する処遇
　・入所者個人ごとの自立支援プログラムに基づき退所後の処遇について判断している。入所期間中に結果として就労に至らず退所せざるを得ない人に対しては、元野宿地の所管福祉事務所と連携し、改めて生活保護の要否判定を行い、居宅生活への移行や福祉施設への入所等について必要な支援を行っている。
カ　地域住民との調整

・自立支援センターの運営については、地元から希望のあったセンター庭先の植栽、花壇の設置、希望に応じた施設見学会などを行うなど配慮している。



	事業効果
	＜自立支援センターおおいずみの運営状況＞ H20.3月末（総入所者306人）

退所

事由

ホームレス状態から脱却

施設

判断

自主

判断

計

就労

生保

入所・入院等

年金受給等

人　数

120

22

67

20

7

62

298

229（76.8％）

69（23.2％）

　・自立支援センターに入所中、健康相談、就労相談などを経て、約４割の方

　が就労自立を果たし、生活保護適用による居宅確保や養護老人ホーム等社会

　福祉施設への入所などにより退所した109人を加えると、退所者の約3/4　

　が何らかの形で最終的にホームレス状態から脱却

	事業効果
	　自立支援センター「おおいずみ」の運営により、泉北・泉南ブロックのホームレス数が大きく減少した。

＜全国調査結果＞

　H15.1  427人　⇒　H20.1  187人　（▲240人）



	課題・問題点
	・自立支援センターおおいずみ（開設期間～Ｈ２２．３）の開設期間満了後の

事業方針を検討していく必要。

・設置運営に際して地域住民の理解を得ること
・他ブロックにおける地域の実情に応じた整備方針の検討



	今後の取り組み方向
	・自立支援センターは野宿期間が短く、比較的年齢の若いホームレスの人の自立支援に特に有効な方策であるため、泉北・泉南ブロックの自立支援センター開設期間後の取扱い及び未整備のブロックについて、設置主体となる市町村とともに地域事情に配慮しながらホームレスの自立支援方策について検討していく。



	担当部室課
	健康福祉部社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	５．自立支援事業及び個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

	
	（１）自立支援事業　ア　自立支援センター　④　雇用・就労の支援

	実施計画内容
	　　　公共職業安定所との密接な連携のもとで実施される職業相談、職業紹介、求人開拓等の雇用・就労支援に加え、新たに民間のノウハウを活用した再就職支援事業の導入を図ります。

	事業実績

	「ホームレス・アウトプレースメント事業(モデル事業としてH16～H19に実施)」

自立支援センター入所者のうち、就労意欲の乏しい人など就職が困難な人を対象に民間再就職支援業者のノウハウを活用した当事業を導入

　H16(13,818千円)　　H17・18(13,600千円)  　H19(14,000千円)　



	事業効果
	 「ホームレス・アウトプレースメント事業」

自立支援センターの入所者の退所時点における就職状況は、厳しい雇用情勢にあっても、就職率40%程度の実績を上げているなか、モデル事業として実施した当事業の平均就職率は約60%となっており、就職率の向上につながっている。

H16 対象者30人就職者23人(就職率76.7%)　 
H17 対象者50人就職者32人(就職率64.0%)

H18 対象者66人就職者29人(就職率43.9%)　 
H19 対象者68人就職者38人(就職率55.9%)

 

	課題・問題点
	　自立支援センターの入所者のうち、特に長期の野宿経験者や高齢者は就労意欲が乏しく、生活習慣や労働習慣を取り戻す必要があるなど、就職が困難なケースが多くなってきており、就職率が伸び悩んでいる。

	今後の取り組み方向
	　平成２０年度より「ホームレス・アウトプレースメント事業(モデル事業としてH16～H19に実施)」の手法が国の「ホームレス就業支援事業」に採択されたことから、今後は、これを活用し、就職率の向上を図っていく。

	担当部室課
	商工労働部雇用推進室労働福祉課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	５．自立支援事業及び個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

	
	　ウ　その他の指導援助

	実施計画内容
	住民登録、住宅保証人に関する民間住宅保証会社の情報や住宅情報の提供その他必要な指導援助を行います。



	事業実績

	自立支援センターの退所者等、就労等により地域社会の中で自立した日常生活を営むことが可能となったホームレスに対して、民間賃貸住宅の関係団体の協力を得て、低廉な家賃の民間賃貸住宅や保証会社等に関する情報の提供を行うためにホームレス自立支援住宅登録を行った。

・平成１６年９月　関係団体に対し、府知事、大阪市長連名で文書による協力依頼、また各団体の総会等において、府・市から趣旨説明、協力依頼

· 平成１６年10月　物件の登録開始

【参考】

自立支援センターの退所者の実績：298名（H２０．３月　現在）

	事業効果
	・登録数：１１物件（328戸）　

・内　訳：大阪市西成区（5戸、37戸、10戸、10戸、70戸）、

阿倍野区（20戸）、枚方市（3戸）、東大阪市（60戸）

堺市（43戸、34戸、16戸）



	課題・問題点
	· 「安定した居住の場所の確保」は、就労支援等による自立生活可能が前提。

· H18年度以降、登録物件がないところから、改めて、制度の周知・徹底が必要。

· 庁内関係課、大阪市等関係団体との協力関係の更なる構築。

	今後の取り組み方向
	· 引き続き、低廉な家賃の民間賃貸住宅や保証会社等に関する情報の提供のための登録を行う。

· 庁内関係課、大阪市等との十分な調整を行い、相互連携のもと施策を実施する。

· 民間賃貸住宅の活用促進について、関係団体や庁内関係課と連携を図りながら、的確かつ円滑な情報提供を行う。

	担当部室課
	住宅まちづくり部居住企画課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	５．自立支援事業及び個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

	
	（２）個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

　ア　就労の意欲はあるが仕事が無く失業状態にある人に対する支援

	実施計画内容
	　就労する意欲はあるが仕事が無く失業状態にある人については、個々人の多様なキャリアとニーズにできる限り即した就業の機会の確保が必要となります。このため、職業相談、求人開拓等の既存施策の充実を図るなど、各種の就業対策を実施します。

自立支援センター入所者に対しては、個々の状況をきめ細かく把握するとともに、自立支援プログラムを作成し、公共職業安定所の職業相談員による職業相談・紹介等に加え、民間のノウハウを活用した再就職支援事業の導入を図ります。

自立支援センターに入所していない人に対しては、総合的な相談事業の実施等により、雇用関連施策と福祉関連施策等の連携を図りながら、きめ細かな自立支援を図ります。

これに加え、常用雇用による自立が直ちに困難な人に対しては、これらの人の支援に関わるＮＰＯ等民間団体の支援が適切であることから、当該民間団体が都市におけるすき間産業的な職種や内職等を含め、幅広く仕事を開拓し、就業機会を提供する取組みの促進を図ります。

	事業実績

	○「ホームレス・アウトプレースメント事業」

(モデル事業としてH16～H19に実施)
自立支援センター入所者のうち、就労意欲の乏しい人など就職が困難な人を対象に民間再就職支援業者のノウハウを活用した当事業を導入

　　H16(13,818千円)　　H17・18(13,600千円)  　H19(14,000千円)
○「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」
大阪市、民間団体、労働団体とともに「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」を平成１７年４月に組織し、国の「ホームレス就業支援事業」を受託し、ホームレスの方のニーズに合った就業機会を民間事業所等から幅広く確保・提供する等、様々な支援を実施

事業費（全額国庫委託金）

　　　H17 　(51,486千円)　　 　H18　 (157,816千円)　

　　　H19 　(129,593千円)　　　H20 　(175,422千円)※予算額　



	事業効果
	○「ホームレス・アウトプレースメント事業」
自立支援センターの入所者の退所時点における就職状況は、厳しい雇用情勢にあっても、就職率40%程度の実績を上げているなか、モデル事業として実施した当事業の平均就職率は約60%となっており、就職率の向上につながっている。

H16 対象者30人就職者23人(就職率76.7%)　

 H17 対象者50人就職者32人(就職率64.0%)

H18 対象者66人就職者29人(就職率43.9%)　

 H19 対象者68人就職者38人(就職率55.9%)

○「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」
民間事業所等から就業機会を確保・提供する等、効果を挙げている。

　Ｈ１７　　 Ｈ１８　  Ｈ１９　　 Ｈ２０（予定）

請負仕事従事　  800人　 2,874人　 2,944人 　2,900人

雇用　　　　  　133人　   364人　   431人　 　450人



	課題・問題点
	○自立支援センターの入所者のうち、特に長期の野宿経験者や高齢者は就労意欲が乏しく、生活習慣や労働習慣を取り戻す必要があるなど、就職が困難なケースが多くなってきており、就職率が伸び悩んでいる。

○これまで以上に民間事業所等からも積極的に幅広く仕事等を開拓する必要がある。



	今後の取り組み方向
	○平成２０年度より「ホームレス・アウトプレースメント事業(モデル事業としてH16～H19に実施)」の手法が国の「ホームレス就業支援事業」に採択されたことから、今後は、これを活用し、就職率の向上を図っていく。

○大阪ホームレス就業支援センターでは、引き続き民間事業所等への求人開拓に努めるとともに、「大阪野宿生活者(ホームレス)就業支援協議会」を通じて経済団体との連携を図りながら、新たな就業機会を創出するための方策を検討するなど、様々な形で開拓に取り組んでいく。さらに、国に対して河川・道路等の管理に伴う作業にホームレスの人が従事できる仕組みを構築するなど、今後の安定的な就業機会の確保・提供するよう強く働きかけていく。



	担当部室課
	商工労働部雇用推進室労働福祉課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	５　自立支援事業及び個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

	
	（２）　個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

イ　就労施策や福祉施策との複合した支援が必要な人に対する支援

	実施計画内容
	イ　就労施策や福祉施策との複合した支援が必要な人に対する支援
　　年齢や身体状況、長期間の野宿生活による心身の疲労や就労意欲の低下等により、本人が就労による自立を希望しているにもかかわらず、一般の労働市場では就労が困難な人については、就労による自立を基本としつつ、就労支援と福祉支援施策を連携させながら、個々の状況に応じた自立支援を行う必要があります。このため、面接相談によりアセスメントを行い、個々の状況を把握し自立支援プログラムを作成するとともに、この項のア及びウ、並びに７項の(2)及び11項に掲げる多様な支援形態を連携させた支援を検討していきます。

	事業実績

	・平成１６年４月より、（従前から実施済の大阪市を除く）府域全４ブロックで巡回相談事業を開始し、巡回相談員がホームレスの方を定期的に訪問して健康状態や福祉、就労等に関するニーズを把握。

・年齢や身体状況などから本人が就労自立により野宿生活からの脱却を希望しても、一般の労働市場では就労が困難な方については、巡回相談員が福祉事務所につなぎ、本人とともに面談を行ったうえで、生活保護による居宅設定、特別養護老人ホームなどの社会福祉施設への入所など、本人の状況に見合った処遇を検討のうえ、実施している。

・生活保護の適用により、居宅生活に入った方に対しては、各市町村が策定する自立支援プログラムに従い、生活指導から求職活動までを含めた就労支援を行い、被保護世帯の自立を支援している。



	事業効果
	· 上記取り組み等によるホームレスの方の状況に応じた支援を行うことにより、ホームレス数の減少に効果があった。

＜ホームレス数の推移＞

ブロック名

全国調査結果

c－a

H15.1
ａ

H19.1
ｂ

H20.1
ｃ

府（大阪市除く）

１，１５４

８４２

６８６

▲４６８

大　阪　市

６，６０３

４，０６９

３，６４７

▲２，９５６

大 阪 府 全 体

７，７５７

４，９１１

４，３３３

▲３，４２４

＜平成19年度の野宿生活からの脱却状況＞

　・巡回相談指導事業によって、233人がホームレス状態から脱却　

　　内訳　入院：95人　自立支援センター入所：81人

　　　　　生活保護による居宅設定：32人　住み込み就労：9人

　　　　　施設入所：8人　年金受給等：8人

	事業効果
	＜自立支援センターおおいずみの運営状況＞ H20.3月末（総入所者306人）

退所

事由

ホームレス状態から脱却

目標未達成

計

就労

生保

入所・

入院等

年金

受給等

施設

判断

自主

判断

人　数

120

22

67

20

7

62

298

229（76.8％）

69（23.2％）

　・自立支援センターに入所中、健康相談、就労相談などを経て、約４割の方

　が就労自立を果たし、生活保護適用による居宅確保や養護老人ホーム等社会

　福祉施設への入所などにより退所した109人を加えると、退所者の約3/4　

　が何らかの形で最終的にホームレス状態から脱却



	課題・問題点
	・野宿期間が長期化、高齢化したホームレスの人たちへの対応

・面談を拒否したり、積極的な支援を求めないため、聞き取りできないホームレスの人たちへの対応。

・福祉事務所、社会福祉施設などとの更なる連携

	今後の取り組み方向
	・巡回相談指導事業は、野宿期間の長期化、高齢化が進み、いろんな課題を抱えるホームレスの方の支援、ホームレス数の減少に成果を挙げており、同協議会のもと、引き続き市町村福祉事務所等関係機関と連携、協力し、相談体制の充実を図りつつ、事業を実施していく。

・自立支援センターは野宿期間が短く、比較的年齢の若いホームレスの人の自立支援に特に有効な方策であるため、泉北・泉南ブロックの自立支援センター開設期間後の取扱い及び未整備のブロックについて、設置主体となる市町村とともに地域事情に配慮しながらホームレスの自立支援方策について検討していく。



	担当部室課
	健康福祉部社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	５　自立支援事業及び個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

	
	（２）　個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

ウ　医療や福祉等の援助が必要な人に対する支援

	実施計画内容
	ウ　医療や福祉等の援助が必要な人に対する支援

医療や福祉等の援助が必要な人に対しては、街頭相談においてその状況を把握し、福祉事務所と連携して必要な医療等の援助を行うとともに、無料低額診療事業を行う施設の積極的な活用を図るものとします。また、自立支援センターにおいて入所時健康診断を実施するとともに、アセスメントを行い、疾病、高齢等により自立能力に乏しい人など、福祉等の援助が適当と思われる人については、福祉事務所と連携し、医療機関や社会福祉施設への入所等、必要な保護につなげるものとします。また、年金を受給できる人については、受給のための必要な指導援助を行うものとします。

	事業実績

	・平成１６年４月より、（従前から実施済の大阪市を除く）府域全４ブロックで巡回相談事業を開始し、巡回相談員がホームレスの方を定期的に訪問して健康状態や福祉、就労等に関するニーズを把握。

・巡回訪問により、医療や福祉の援助が必要な人に対しては、福祉事務所と調整のうえ、無料低額診療事業での受診、入院措置など必要な支援を行っている。

・泉北・泉南ブロックに設置する自立支援センター「おおいずみ」においても、入所時の健康相談や医師・看護師による定期的な医療相談・健康相談を実施。また、治療が必要な場合は、必要な医療が確保できるように支援を実施。
・巡回相談事業及び自立支援センターにおいても、本人の過去の生活状況を聴取し、必要に応じて年金の受給確認相談などの支援を実施している。

○巡回相談指導事業による個別対応状況（平成19年度）

　・医療相談指導：752件　　・救急搬送依頼：22件

・年金相談指導：98件　　

・福祉事務所への報告（生活保護申請同行を含む）：1,168件

	事業実績
	· 上記取り組み等によるホームレスの方の状況に応じた支援を行うことにより、ホームレス数の減少に効果があった。

＜ホームレス数の推移＞

ブロック名

全国調査結果

c－a

H15.1
ａ

H19.1
ｂ

H20.1
ｃ

府（大阪市除く）

１，１５４

８４２

６８６

▲４６８

大　阪　市

６，６０３

４，０６９

３，６４７

▲２，９５６

大 阪 府 全 体

７，７５７

４，９１１

４，３３３

▲３，４２４



	事業効果
	＜平成19年度の野宿生活からの脱却状況＞

　・巡回相談指導事業によって、233人がホームレス状態から脱却　

　　内訳　入院：95人　自立支援センター入所：81人

　　　　　生活保護による居宅設定：32人　住み込み就労：9人

　　　　　施設入所：8人　年金受給等：8人

＜自立支援センターおおいずみの運営状況＞ H20.3月末（総入所者306人）

退所

事由

ホームレス状態から脱却

目標未達成

計

就労
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入所・
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判断

自主

判断
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　・自立支援センターに入所中、健康相談、就労相談などを経て、約４割の方

　が就労自立を果たし、生活保護適用による居宅確保や養護老人ホーム等社会

　福祉施設への入所などにより退所した109人を加えると、退所者の約3/4　

　が何らかの形で最終的にホームレス状態から脱却



	課題・問題点
	・野宿期間が長期化、高齢化したホームレスの人たちへの対応

・面談を拒否したり、積極的な支援を求めないため、聞き取りできないホームレスの人たちへの対応。

・自立支援センターの開設期間満了（H22.3）後の事業運営、センターのないブロックにおいては地域事情に応じた対策の検討、施設運営に際しての地域住民の理解を得ること。

・福祉事務所、社会福祉施設などとの更なる連携

	今後の取り組み方向
	・巡回相談指導事業によって、野宿期間の長期化、高齢化により健康面での不安を抱えるホームレスの方の医療や福祉面での支援、ホームレス数の減少に成果を挙げており、引き続き市町村と連携、協力し、相談体制の充実を図りつつ、事業を実施していく。

・自立支援センターは野宿期間が短く、比較的年齢の若いホームレスの人の自立支援に特に有効な方策であるため、泉北・泉南ブロックの自立支援センター開設期間後の取扱い及び未整備のブロックについて、設置主体となる市町村とともに地域事情に配慮しながらホームレスの自立支援方策について検討していく。

	担当部室課
	健康福祉部社会援護課


大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	５　自立支援事業及び個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

	
	（２）　個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

エ　社会生活を望まない人等に対する支援

	実施計画内容
	エ　社会生活を望まない人等に対する支援

長期間の厳しい野宿生活のために自立意欲が減退し又は喪失している状態にある人や実態調査において「このままでいい。」と回答するなど、社会生活への復帰を望まず、またはあきらめている人、その他困難な自立阻害要因を抱えている人などについては、街頭相談を行いながらソーシャルインクルージョン（社会参入）の考え方のもとに、ボランティアや自立支援を行う民間団体と連携し、自立に関する阻害要因を除去するための面談活動や必要な専門相談機関、医療機関等の紹介など、指導・助言を行い、社会参入への継続的な面談等の実施を図るものとします。


	事業実績

	・府内を４つのブロックに分け、市町村の共同事業としてホームレスの人を巡

回相談員が訪問し、面談による個々のニーズの把握、必要な支援を行う「巡回相談指導事業」を実施。

・巡回相談指導事業は各ブロックの市町村が共同で実施主体となり、社会福祉法人大阪府社会福祉協議会、社会福祉法人大阪府総合福祉協会、社団法人大阪社会福祉士会からなる民間の共同事業体に事業を委託しており、各団体で３名～５名体制の巡回相談員が、ホームレスの方を訪問・面談しながら、健康、福祉、就労などのニーズを把握して、野宿からの脱却に向けた支援を実施している。

・本人の状態等に応じ医師、歯科医師、精神保健福祉士、看護師、弁護士、司法書士等が巡回に同行し、医療相談、法律相談等を実施。

＜平成１９年度延べ巡回件数＞

ブロック名

相談

件数

　　　Ａ

不在件数

Ｂ

痕跡なし

件数　Ｃ

巡回件数

Ａ＋Ｂ＋Ｃ

うち聞き取り件数

うち聞き取り拒否件数

豊能・三島

1,270

1,150

120

878

85

2,233

北 河 内

1,265

1,174

91

1,107

100
2,472

中・南河内

1,925

1,746

179

1,401

101

3,427

泉北・泉南

1,254

1,127

127

1,102

189

2,545

合  計

5,714

5,197

517

4,488

475

10,677

· 昨年度で延べ10,677回の巡回を行い、面談を5,197件実施



	事業効果
	· 上記取り組み等によるホームレスの方の状況に応じた支援を行うことにより、ホームレス数の減少に効果があった。



	事業効果
	＜ホームレス数の推移＞

ブロック名

全国調査結果

c－a

H15.1
ａ

H19.1
ｂ

H20.1
ｃ

府（大阪市除く）

１，１５４

８４２

６８６

▲４６８

大　阪　市

６，６０３

４，０６９

３，６４７

▲２，９５６

大 阪 府 全 体

７，７５７

４，９１１

４，３３３

▲３，４２４

＜平成19年度の野宿生活からの脱却状況＞

　・巡回相談指導事業によって、233人がホームレス状態から脱却　

　　内訳　入院：95人　自立支援センター入所：81人

　　　　　生活保護による居宅設定：32人　住み込み就労：9人

　　　　　施設入所：8人　年金受給等：8人



	課題・問題点
	・野宿期間が長期化、高齢化したホームレスの人たちへの対応

・面談を拒否したり、積極的な支援を求めないため、聞き取りできないホームレスの人たちへの対応。（平成19年度・巡回訪問による聞き取り拒否：517件）

・福祉事務所、医療機関、社会福祉施設などとの更なる連携

	今後の取り組み方向
	・巡回相談指導事業によって、野宿期間の長期化、高齢化により健康面での不安を抱えるホームレスの方の医療や福祉面での支援、ホームレス数の減少に成果を挙げており、引き続き市町村と連携、協力し、相談体制の充実を図りつつ、事業を実施していく。



	担当部室課
	健康福祉部社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	５．自立支援事業及び個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

	
	（２）個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

　オ　女性等のケースに対する支援

	実施計画内容
	　女性の場合は、性差を配慮したきめ細かな支援を行う必要があり、福祉事務所による支援はもとより、必要に応じて、女性相談センター等とも十分連携を図るものとします。

児童については、家族の状況を踏まえ、迅速かつ適切な処遇を確保していくとともに、福祉事務所や子ども家庭センターなどの児童保護機関との連携を密にします。また、自立支援施設や一時保護施設と連携しながら、当面する生活への支援を図り、今後の処遇について十分な相談を行うととともに、ケース検討会議等により関係機関が協議の上、自立に向けた適切な支援を行うものとします。

	事業実績

	・ホームレスの女性の女性相談センターでの保護実績は、年間１～２名程度となっている。多くは、福祉事務所、巡回相談員からの入所依頼である。

なお、子ども家庭センターにおける養護相談（浮浪）の受付実績は、年間20件程度である。

	事業効果
	・生活保護による住宅設定や救護施設への入所支援など自立支援につながっている。

	課題・問題点
	・ホームレス自立支援センターの入所者が男性中心となっていることから、今後、女性の割合が増加するのであれば、女性に対する対策が必要である。



	今後の取り組み方向
	・今後も、福祉事務所、巡回相談員と連携し、生活保護による住宅設定や救護施設、女性自立支援センターへの入所等自立支援につなげていく。

	担当部室課
	健康福祉部児童家庭室家庭支援課


大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	５　自立支援事業及び個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

	
	（２）　個々の事情に対応した自立を総合的に支援する事業

カ　その他の人に対する支援

	実施計画内容
	カ　その他の人に対する支援

心のケア、債務整理、住居・就労にかかる保証人、家庭問題、精神障害、

知的障害等の複数の課題が重なっているケースもあり、それぞれの状況や課題について、専門的な知識を有する者によるケース検討会議を開催するなど、ホームレスに至る原因となった自立阻害要因を取り除くことが必要です。総合相談事業又は福祉事務所は、その際、各種の既存支援機関・相談機関への紹介、それらの機関の支援が受けられるよう連絡、調整を行うものとします。



	事業実績

	・巡回相談指導事業を実施する各ブロックともに、巡回による面談で把握したホームレスの人の個々の状況について、福祉事務所、巡回相談員、保健所等関係者が集まり、ケース会議を結論が出るまで開催し、必要に応じ、弁護士、医師、精神保健福祉士などの意見も聞きながら、自立に向けた処遇を検討した上で対応することとしている。

○巡回相談指導事業による個別対応状況（平成19年度）

　・福祉事務所への報告（生活保護申請同行を含む）：1,168件

　・医療相談指導：752件　　・救急搬送依頼：22件

・年金相談指導：98件　　



	事業効果
	· 上記取り組み等によるホームレスの方の状況に応じた支援を行うことにより、ホームレス数の減少に効果があった。

＜ホームレス数の推移＞

ブロック名

全国調査結果

c－a

H15.1
ａ

H19.1
ｂ

H20.1
ｃ

府（大阪市除く）

１，１５４

８４２

６８６

▲４６８

大　阪　市

６，６０３

４，０６９

３，６４７

▲２，９５６

大 阪 府 全 体

７，７５７

４，９１１

４，３３３

▲３，４２４

＜平成19年度の野宿生活からの脱却状況＞

　・巡回相談指導事業によって、233人がホームレス状態から脱却　

　　内訳　入院：95人　自立支援センター入所：81人

　　　　　生活保護による居宅設定：32人　住み込み就労：9人

　　　　　施設入所：8人　年金受給等：8人

	課題・問題点
	・面談できても自らの債務問題や家庭事情などを他人に話したがらないケースが多い。また、積極的な支援を求めないとして面談を拒否するなど、聞き取りさえできないホームレスの人たちへの対応。

（平成19年度・巡回訪問による聞き取り拒否：517件）

・福祉事務所、支援・相談機関との更なる連携

・野宿期間が長期化、高齢化したホームレスの人たちへの対応

	今後の取り組み方向
	・巡回相談指導事業によって、自立に向けた阻害要因を持つホームレスの人の課題を聞き取りし、福祉事務所等関係機関と引き続き連携のうえ、阻害要因の解決を図り、野宿生活からの脱却に向けた支援を継続する。

	担当部室課
	健康福祉部社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画
項目
	６．ホームレスとなることを余儀なくされるおそれのある者が多数存在する地域を中心として行われる就労及び生活上の支援

	
	（１）日雇労働者に対する雇用・就労対策

	実施計画
内容
	　あいりん地域において、日雇労働者を対象として職業紹介事業や労働福祉事業等を実施している財団法人西成労働福祉センター（以下「財団」という。）に対して運営助成を行うほか、大阪労働局・あいりん労働公共職業安定所と緊密に連携して、あいりん地区日雇労働者の雇用・就労機会の確保、技能習得による雇用の安定、労働福祉の向上を図ります。また、大阪市と連携して、厳しい就労状況にある高齢日雇労働者の就労機会の確保に努めます。
ア　雇用・就労機会の確保
財団において、日雇労働者の無料職業紹介事業を引き続き実施するとともに、大阪府が発注した公共事業の請負事業者に対し、あいりん地区日雇労働者の雇用勧奨を実施します。また、常用就職の促進を図るため、国が実施するホームレス等試行雇用事業の活用について、事業主等へ働きかけます。

厳しい就労状況にある高齢日雇労働者の就労機会の確保に資するため、財団において高齢日雇労働者向け求人開拓に取り組むほか、大阪市と連携して、あいりん労働福祉センターや周辺生活道路の清掃等や、大阪府管理の道路・河川の除草、清掃等の就労機会の確保に努めます。
イ　技能講習による雇用の安定
国から委託を受け財団において実施している技能講習事業について、各種資格の取得、建設土木業界での機械化の進展や技術革新に対応できる新たな技能や複合的な技能の習得により、雇用の安定が確保・促進されるよう、講習科目の見直しを含め、講習内容の拡充・強化を図ります。また、大阪労働局・あいりん労働公共職業安定所と連携して、常用化に向けた職業相談機能の充実・強化を図ります。
ウ　労働福祉の向上
財団に対して運営助成を行うことにより、あいりん労働福祉センターの維持運営や各種労働福祉事業を実施し、あいりん地区日雇労働者の労働福祉の向上を図るとともに、日雇労働者がホームレスに至らないよう、就労生活に関する様々な労働相談に応じます。

	事業実績

	ア　雇用・就労機会の確保
○　地域日雇労働者を対象とした職業紹介や雇用勧奨の実施

財団法人西成労働福祉センター（以下「西成センター」という。）において地域の日雇労働者を対象として無料職業紹介や求人事業者に対して訪問、電話、文書等により地域日雇労働者に対する求人の開拓や雇用勧奨を実績した。

　　　　

・地域日雇労働者に対する求人の開拓・雇用勧奨の実績
H16

H17

H18

H19

延回数

7,661

7,524

8,709

5,896

府においては、公共工事発注部局を通じ、入札参加業者に対してあいりん地域日雇労働者の雇用勧奨について文書を配布し、理解と協力を求めた。

○　地域高齢日雇労働者を対象とした特別就労事業の実施

・あいりん労働福祉センターの環境美化作業及び府管理施設の除草清掃作業等を行う特別就労事業を実施し、あいりん地域高齢日雇労働者の就業機会確保に努めた。
H16

H17

H18

H19

H20
（予算額）

事業費
361,631
306,992
307,142
307,376
306,517
イ　技能講習による雇用の安定
○　「技能講習事業」の実施

西成センターにおいて国からの委託を受け、地域の日雇労働者が新たな資格や技能を修得することを支援する「技能講習事業」を実施し、就労機会の拡大や常用雇用の促進に努めた。

　　　・技能講習事業の事業費等
H16

H17

H18

H19

H20
（予算額）

事業費

（全額国庫）
119,181

118,967

127,171
106,781

129,364

講習科目数

33
41
42
44
42
受講人数

1,175
1,390
1,472
1,120
1,073
※平成19年度から、これまでの建設関係の技能資格取得講習に加えて、職種転換や常用の就職を促進するため、新たに「大型自動車運転免許講習」、「介護業務」など科目内容の拡充を図った。

※平成20年度から、常用就職・職種転換型の受講に際して、カウンセラーがマンツーマンでこれまでの仕事や生活、自己分析等についてカウンセリングを行うことにより、本人により適した職種へスムーズな就労が行われるような支援を開始し、インターネットの求人情報を活用した就労アドバイスなども実施している。
ウ　労働福祉の向上
○　あいりん労働福祉センターの運営及び労働相談などの実施

西成センターにおいて地域日雇労働者の就労や労働福祉の拠点となる「あいりん労働福祉センター」を運営するとともに、西成労働福祉センターにおいて地域日雇労働者を対象とした労働相談を始めとする各種相談事業を実施した。
（参考）西成労働福祉センターに対する府補助金額（千円）

H16

H17

H18

H19

H20
（予算額）

職業紹介事業等補助金

415,511

490,768

548,209

449,979

345,054

施設管理事業補助金

248,688

230,677

229,506

216,895

205,207



	事業効果
	ア　雇用・就労機会の確保
○　地域日雇労働者を対象とした職業紹介

・西成センターの職業紹介事業による就労状況

H16

H17

H18

H19

延就労人員（人日）

＜うち高齢日雇労働者＞

1,091,403
＜7,169＞
1,161,089 
＜8,114＞
1,231,216
＜10,855＞
1,045,387
＜11,480＞
１日あたりの就労実績（人）

3,555

3,782

4,011

3,405

　　　※高齢日雇労働者は、55歳以上の者

○　地域高齢日雇労働者を対象とした特別就労事業

・特別就労事業における就労者数
H16

H17

H18

H19

就労者数（人日）

33,469

30,817

33,808

33,755

イ　技能講習による雇用の安定
○　「技能講習事業」の実施

　・講習に係る修了者数

H16

H17

H18

H19

修了者数

1,165
1,370
1,459
1,108
・受講者に対するアンケートの結果

受講修了者（平成18年12月～平成19年９月）を対象としてアンケート調査を実施。回答者601人のうち499人(83.0%)が講習が就労機会の拡大に役立ったと回答しており、就労の安定や雇用機会の拡大、労働条件の改善等に一定の効果を上げている。
また、平成19年度の受講修了者1,108人のうち、常用就職・職種転換型の講習の修了者は、48人であった。（なお、事業開始以来これまで常用就職した日雇労働者は、78人となっている。）
ウ　労働福祉の向上
○　あいりん労働福祉センターの運営及び労働相談などの実施

あいりん労働福祉センターの寄場を地域の日雇労働者の職業紹介の場として運営する他、理髪店、食堂、シャワールーム、売店など福利厚生施設を低廉な価格で経営し、地域日雇労働者の労働福祉の充実を図った。
また、賃金不払や労働災害など就労にかかる様々な問題について相談に応じ援助を行った。

　

　　・あいりん労働福祉センターの利用状況

H16

H17

H18

H19

福利厚生施設・小間割店舗延利用者数（人）
1,150,191

1,068,756

1,029,434

965,692

寄場内延利用者数（人）
457,683

595,150

448,425

416,839

・労働相談等の状況（単位：件）

H16

H17

H18

H19

労働相談

3,274

2,915

3,042

2,710

労災相談

5,770

5,599

5,832

6,592

労働関係相談

5,233

4,747

4,255

3,829

その他の相談

12,517

11,576

10,955

10,019



	課題・
問題点
	○　日雇労働需要の減少に伴う就労機会の激減

・地域の日雇労働者の就労職種は建設業が大多数を占めるが、公共投資の減少や建設現場における機械化・合理化の進展などにより建設日雇労働需要が減少している。特に、高齢の日雇労働者にとって建設業への就労は体力的にも困難である。
・このような状況の下で、地域の日雇労働者は、就労が困難な状況にあるが、特に高齢日雇労働者の就労機会が激減し、ホームレスとなることを余儀なくされる状況が生じている。

○　就労機会の確保、技能や技術の習得の必要性

・地域の日雇労働者の就労機会を確保する取り組みを進めるとともに、建設日雇労働から常用雇用・職種転換をなお一層促進するため、地域の日雇労働者がそのための技能や技術を習得する機会を提供する必要がある。

・あいりん地域高齢日雇労働者の就労自立を図るには、更なる就業機会の増加が必要である。とりわけ、国の河川・道路等の管理業務の提供や民間企業等の雇用拡大などを図ることが重要である。
○　相談支援の充実

・高齢による体力の減少や疾病により就労が困難な日雇労働者に対しては、福祉を中心とした相談支援が必要である。



	今後の取り組み方向
	・今後も西成センターにおいて無料職業紹介事業や労働相談を始めとする労働者福祉事業を実施することにより、地域日雇労働者の雇用の安定と労働福祉の向上を図る。
・併せて、同センターにおいて、地域日雇労働者の常用化や職種転換を図るため、キャリアカウンセリングや技能講習事業を活用し、個々の日雇労働者の状況に応じた就労支援を図る。
・国に対し、河川・道路等の管理業務等にあいりん地域高齢日雇労働者の就業機会を提供するよう引き続き働きかけていく。また、公的就労機会の提供だけでは限界があることから、大阪ホームレス就業支援センターにおいて民間企業等からの就業機会の開拓を継続推進していく。

・地域日雇労働者の高齢化の進展に伴い、老後の就労生活に係る相談対応などの高齢日雇労働者の労働福祉の充実に努める。

　併せて、大阪市や地域の社会福祉法人とのなお一層の連携を図り、福祉対策が必要な地域日雇労働者の円滑な誘導が行なえるよう努める。

	担当部室課
	商工労働部雇用推進室労働福祉課


大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画
項目
	６．ホームレスとなることを余儀なくされるおそれのある者が多数存在する地域を中心として行われる就労及び生活上の支援

	
	（２）年末年始における臨時宿泊所の提供等

	実施計画
内容
	年末年始に簡易宿泊所での生活が困難になり、野宿生活を余儀なくされるおそれのある日雇労働者を対象として、宿泊や食事等日常生活上必要なサービスを提供する越年対策事業について、事業実施主体の大阪市に対し引き続き助成します。

	事業実績

	H16

H17

H18

H19

H20（見込）

事業費（千円）

322,156

364,451

240,686

229,632

250,598

府補助金（千円）

161,078

182,225

120.343

80,000

80,000

・あいりん地域を就労の拠点とする単身の日雇労働者であって、仕事を得られないため、年末年始に食・住に困窮する人に対して、臨時宿泊所での宿泊や食事を提供する「越年対策事業」に要する経費の一部について、労働福祉の観点から助成を行っている。

	事業効果
	・あいりん地域の日雇労働者の労働福祉の向上とともに当該地域住民へのセーフティネットとしての役割を果たしている。

H16

H17

H18

H19

H20（見込）

宿泊所利用者数（人）

1,973

1,681

1,320

1,210

1,300



	課題・
問題点
	・宿泊所の利用者数は減少傾向にあるものの、あいりん地域の日雇労働者が厳しい就労環境にあることから、今後も一定の宿泊所の利用者があるものと考えられ、その動向を注視する必要がある。
・事業主体である大阪市において経費削減に努めているところであるが、なお、相当額の事業費を要している状況にある。

	今後の取り組み方向
	・大阪市において、事業のなお一層の効果的・効率的な運営に向けた検討を進めるにあたり、地域の日雇労働者の労働福祉の向上の観点から府としても必要な協力をしていく。

	担当部室課
	商工労働部雇用推進室労働福祉課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	７　緊急に行うべき援助及び生活保護法による保護の実施

	
	（１）緊急に行うべき援助

栄養状態や健康状態が悪化している人に対しては、以下の点に留意し、医療機関への入院等の対応を講じます。

ア　病気等により急迫した状態にある人及び要保護者が医療機関に緊急搬送された場合の対応

イ　居所が緊急に必要な人への対応

ウ　緊急的な援助を必要としている人への対応

	実施計画内容
	ア　病気等により急迫した状態にある人及び要保護者が医療機関に緊急搬送された場合の対応

福祉事務所は、病気等により急迫状態にある人及び要保護者が医療機関に

緊急搬送された場合には、医療機関、救急隊等と連携し、状況を把握の上、保護を要する場合には職権により生活保護を適用するなど、適切な保護に努めます。また、退院後に再び野宿生活に戻ることのないよう、退院時に再度保護の要否を判断し、稼働能力のある人は、自立支援センターへの入所を指導し、就労自立に向けた支援を行い、稼働能力のない人については、必要に応じ、居宅での保護や施設等での保護への移行を支援します。

イ　居所が緊急に必要な人への対応

緊急に居所を必要とする人に対して、地域の実情に応じ、自立支援センタ

ーや無料低額宿所事業の活用を図ります。

ウ　緊急的な援助を必要としている人への対応

街頭相談事業は、緊急に援助を必要とする人に対して、保健所や福祉事務

所と連携しながら必要な支援を行います。また、医療を必要とする人に対しては、医療機関への搬送、無料低額診療事業の紹介など必要な情報の提供や支援を行います。

	事業実績
	・ホームレスの人が急病等により医療機関に緊急搬送された際には、福祉事務所、巡回相談員が医療機関と連携し、本人の状態を把握したうえで、入院を要することとなった場合には、職権により生活保護を適用することとしている。

・生活保護の医療扶助の適用を受けて入院するホームレスの人については、入院中に巡回相談員や福祉事務所職員が病院を訪問するほか、病院から情報提供を受けるなど、本人の状況を把握するように努めている。

・入院したホームレスの人が退院時にスムーズに新しい生活に移行できるよう、巡回相談員と福祉事務所、保健所等の関係者で協議を行い、生活保護による居宅設定や福祉施設への入所措置など、本人の状況に応じた退院後の支援策を事前に検討している。

・緊急に居所が必要なホームレスの人に対しては、泉北・泉南ブロックにおい

ては、自立支援センターの入所措置を検討し、センターのないところはホームレス状態を継続してきた本人の健康状態を考慮して、生活保護の医療扶助の適用による検査入院等を行っている。

	事業実績

	・巡回相談指導事業により、医療受診など緊急な支援を求めるホームレスの人については、福祉事務所や保健所と連携をとって無料低額診療所などの医療機関へ搬送している。

○巡回相談指導事業による個別対応状況（平成19年度）

　・福祉事務所への報告（生活保護申請同行を含む）：1,168件

　・医療相談指導：752件　　・救急搬送依頼：22件

・年金相談指導：98件



	事業効果
	· 上記取り組み等によるホームレスの方の状況に応じた支援を行うことにより、ホームレス数の減少に効果があった。

＜ホームレス数の推移＞

ブロック名
全国調査結果
c－a

H15.1
ａ
H19.1
ｂ
H20.1
ｃ
府（大阪市除く）
１，１５４

８４２

６８６

▲４６８

大　阪　市
６，６０３

４，０６９

３，６４７

▲２，９５６

大 阪 府 全 体
７，７５７

４，９１１

４，３３３

▲３，４２４

＜平成19年度の野宿生活からの脱却状況＞

　・巡回相談指導事業によって、233人がホームレス状態から脱却　

　　内訳　入院：95人　自立支援センター入所：81人

　　　　　生活保護による居宅設定：32人　住み込み就労：9人

　　　　　施設入所：8人　年金受給等：8人

＜自立支援センターおおいずみの運営状況＞ H20.3月末（総入所者306人）

退所事由

ホームレス状態から脱却

目標未達成

計

就労

生保

入所・入院等

年金受給等

施設判断

自主判断

人　数

120

22

67

20

7

62

298

229（76.8％）

69（23.2％）

・自立支援センターに入所中、健康相談、就労相談などを経て、約４割の方

　が就労自立を果たし、生活保護適用による居宅確保や養護老人ホーム等社会

　福祉施設への入所などにより退所した109人を加えると、退所者の約3/4　

　が何らかの形で最終的にホームレス状態から脱却

	課題・問題点
	・夜間等に緊急搬送されたホームレスの方の処遇に係る医療機関、福祉事務所、巡回相談員との更なる連携



	今後の取り組み方向
	・福祉事務所、巡回相談員、医療機関と緊密な連携を図りながら、適宜状況判断のうえ、ホームレスの人の状況改善に必要な措置をとっていく。

・市町村福祉事務所の生活保護制度の適切な対応

	担当部室課
	健康福祉部社会援護課


大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	７　緊急に行うべき援助及び生活保護法による保護の実施

	
	(2)　生活保護法による保護の実施

　ア　適切な保護の実施

イ　就労の意欲と能力はあるが失業状態にある人に対する対応

ウ　直ちに居宅生活を送ることが困難な人に対する保護の実施

エ　居宅生活を送ることが可能であると認められる人に対する保護の実施

	実施計画内容
	(2)　生活保護法による保護の実施

ホームレスの人に対する生活保護の適用については、単にホームレスである

ことをもって当然に保護の対象となるものではなく、また、居住の場所がないことや稼働能力があることのみをもって保護の要件に欠けるということはありません。福祉事務所等保護の実施機関においては、資産、稼働能力や他の諸施策等あらゆるものを活用してもなお最低限度の生活が維持できない人について、最低限度の生活を保障するとともに、自立に向けて必要な保護を実施することが必要です。このため、福祉事務所等、保護の実施機関は、以下の点に留意し、その状況に応じた保護を実施するものとします。

　ア　適切な保護の実施

総合相談等自立支援事業による支援を行った結果、生活保護の適用に至っ

たホームレスの人を含め、生活保護を適用したホームレスの人に対しては、一般の被保護者と同様にその抱える問題・状況を十分に把握した上で、関係機関との連携を図り、介護保険や障害者施策等、他法、他施策の活用も含め、自立に向けて適切な援助を行うものとします。

イ　就労の意欲と能力はあるが失業状態にある人に対する対応

就労の意欲と能力はあるが失業状態にあり、各種就労対策を実施しても就労

が困難であると判断される人については、自立支援センターへの入所を検討し、就労による自立に向けた援助を行います。結果として就労に至らず退所せざるを得ない人に対しては、本人の意思を確認の上、改めて保護の要否判定を行い、居宅生活への移行や福祉施設への入所等について必要な援助を行うものとします。

ウ　直ちに居宅生活を送ることが困難な人に対する保護の実施

個々の生活状況や生活能力（日常生活管理能力、対人関係維持能力等）か

ら検討して、直ちに居宅生活を送ることが困難な人については、生活保護施

設や無料低額宿泊所等において保護を行うものとします。

無料低額宿泊所を利用する人に対しては、施設での生活状況を適切に把握し

ながら、関係機関の連携のもとに、就業機会の確保、療養指導、金銭管理等の必要な支援により、できるだけ速やかに地域で自立した生活ができるよう居宅生活への移行を支援するものとします。

また、生活保護施設に入所した人に対しては、居宅生活への移行が可能な人

については、関係機関の連携のもとに、就業機会の確保、療養指導、金銭管理

等の生活訓練など必要な支援を行い、施設退所後は、通所事業の活用を図り、

	実施計画内容
	安定した居宅生活が送れるよう必要な支援を行うものとします。

エ　居宅生活を送ることが可能であると認められる人に対する保護の実施

居宅生活を送ることが可能であると認められる人で、本人の状況に応じ、

敷金等の給付により、居宅の確保ができる場合には、敷金等が適切に家主等に支払われることを確認した上で、必要な給付を行い、居宅での保護を行うものとします。また、再びホームレスとなることを防止するため、民生委員等関係機関と連携して、居宅生活を継続するための支援や、居宅における自立した日常生活を維持するため、就業機会の確保等の必要な支援を行うものとします。

	事業実績

	・巡回相談指導事業や自立支援センターの入所を経て、生活保護の適用に至ったホームレスの人に対しては、平成17年度以降、各市町村において策定する生活保護制度の就労支援プログラムに従い、生活指導から求職活動までを含めた就労支援を行い、組織的に被保護世帯の自立を支援している。

・就労意欲と能力がありながら就労に至らないホームレスの人に対しては、自立支援センターのある泉北・泉南ブロックでは、自立支援センターの入所勧奨を巡回相談員が行い、就労による自立の支援を行っている。結果として就労に至らず退所される場合は、自立支援センターと福祉事務所で協議を行い、生活保護の要否判定を行い、居宅生活への移行や福祉施設への入所等、再び野宿生活に陥ることのないよう、支援を行っている。
・自立支援センターのないブロックについては、ホームレスの人が就労する上で居宅の設定が重要となるため、まず、生活保護制度を活用して居宅を設定し、生活保護制度の中で就労支援プログラム等により、支援を行っている。

・直ちに居宅生活を送ることが困難な人については、自立支援センターの入所や、センターのないところは、福祉事務所と巡回相談員等関係者でケース会議を開いたうえで、本人の健康状態を考慮し、入院や福祉施設への入所措置を検討の上、実施している。

・居宅生活を送れると判断されるホームレスの人に対しては、それまで面談してきた巡回相談員と福祉事務所等関係者で協議し、本人の意思を確認したうえで、居宅を設定し、必要な給付を行い、生活保護の設定を行っている。居宅生活に入った人が再びホームレスとならないよう、各市町村において策定する就労支援プログラムにより、生活指導から求職活動まで含めた就労支援を行い、被保護世帯の自立を支援することとしている。

○巡回相談指導事業による個別対応状況（平成19年度）

　・福祉事務所への報告（生活保護申請同行を含む）：1,168件

　・医療相談指導：752件　　・救急搬送依頼：22件

・年金相談指導：98件



	事業効果
	· 上記取り組み等によるホームレスの方の状況に応じた支援を行うことにより、ホームレス数の減少に効果があった。

＜ホームレス数の推移＞

ブロック名
全国調査結果
c－a

H15.1
ａ
H19.1
ｂ
H20.1
ｃ
府（大阪市除く）
１，１５４

８４２

６８６

▲４６８

大　阪　市
６，６０３

４，０６９

３，６４７

▲２，９５６

大 阪 府 全 体
７，７５７

４，９１１

４，３３３

▲３，４２４

＜平成19年度の野宿生活からの脱却状況＞

　・巡回相談指導事業によって、233人がホームレス状態から脱却　

　　内訳　入院：95人　自立支援センター入所：81人

　　　　　生活保護による居宅設定：32人　住み込み就労：9人

　　　　　施設入所：8人　年金受給等：8人

＜自立支援センターおおいずみの運営状況＞ H20.3月末（総入所者306人）

退所
事由

ホームレス状態から脱却

目標未達成

計

就労

生保

入所・
入院等

年金
受給等
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・自立支援センターに入所中、健康相談、就労相談などを経て、約４割の方

　が就労自立を果たし、生活保護適用による居宅確保や養護老人ホーム等社会

　福祉施設への入所などにより退所した109人を加えると、退所者の約3/4　

　が何らかの形で最終的にホームレス状態から脱却

	課題・問題点
	・福祉事務所、巡回相談員、自立支援センターの更なる連携

・ホームレスから居宅保護に至った人に対する生活保護制度の就労支援プログラムの円滑な取り組み

	今後の取り組み方向
	・福祉事務所、巡回相談員、自立支援センターが緊密な連携を図りながら、適宜状況判断のうえ、ホームレスの人の状況改善に必要な措置をとっていく。

・市町村福祉事務所の生活保護制度の適切な対応

	担当部室課
	健康福祉部社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	８　人権の擁護

	
	　（１）啓発の実施

	実施計画内容
	ホームレス問題について理解を促進し、偏見や差別意識を解消するための啓発を実施します。また、すべての人の人権を尊重する態度や行動を身につけるための人権教育を多様な機会・場において推進します。



	事業実績

	　人権情報ガイドゆまにてなにわにおいて、身近な人権に関する個別課題として、「ホームレスの人たち（野宿生活者）の人権のこと」を掲載、発行。府関係、府民情報プラザ、各市町村、福祉事務所、府内小中学校、ＰＴＡ、図書館等に発送したほか、府の研修会や企業における人権研修用資料、人権啓発イベント等に配布を実施。また、ホームページへの掲載、点字版の発行も行った。

　予算額　Ｈ１６　７，９４３千円

　　　　　Ｈ１７　３，６２６千円

　　　　　Ｈ１８　９，５６６千円

　　　　　Ｈ１９　９，５６６千円

　　　　　Ｈ２０　４，５６６千円



	事業効果
	　身近な人権課題を個別に掲載しているので、わかりやすいと好評を得ており、研修だけでなく、学校教育の場において授業の資料としても使用されている。

	課題・問題点
	　事業効果がわかりにくいため、今後はアンケート内容を充実する必要がある。

　また、発行部数が多く費用がかかるため、ホームページをもっと有効に活用する必要がある。

	今後の取り組み方向
	　発行部数を精査しつつ、ホームページでの閲覧に工夫をして見やすいようにすることで、人権に関する課題の理解促進を図っていく。

	担当部室課
	人権室（人権企画・平和担当）


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	８　人権の擁護

	
	　（２）事案の適切な解決

	実施計画内容
	人権相談、相談活動等において、ホームレスの人に対する通行人等からの暴力、近隣住民等からの嫌がらせなどの相談があった場合は、関係機関と連携・協力し、適切な解決を図ります。



	事業実績

	平成13年3月に策定した「大阪府人権施策推進基本方針」及び同年9月の「大阪府同和対策審議会答申」を踏まえ、人権侵害に関する相談システムの確立を図るため、府、市町村、財団法人大阪府人権協会、ＮＰＯ等が相互に密接に連携した相談体制を構築

【具体的な事業】

・人権相談機関ネットワークの構築及び拡充

・人材養成・育成事業

・人権総合相談事業

・人権相談事例集約・分析事業

・人権相談事業

・人権相談・擁護システムの確立（人権擁護士の育成）

※但し、ホームレスに特化した事業ではありません。



	事業効果
	府、市町村、財団法人大阪府人権協会、ＮＰＯ等において、人権相談を実施して、ホームレスをはじめ、同和、女性、子ども、外国人等に関する相談を受けた。

	課題・問題点
	ホームレスをはじめ、同和、女性、子ども、外国人等に関する差別の解消や人権侵害事案へのより適切な対応



	今後の取り組み方向
	　引き続き、人権相談に携わる人材を養成するとともに、府、市町村、財団法人大阪府人権協会、ＮＰＯ等が相互に密接に連携して、相談事業を実施していく。

	担当部室課
	人権室（人権推進担当）


大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	８　人権の擁護

	
	（３）自立支援センター等での人権の尊重

	実施計画内容
	自立支援センター等のホームレスの人が入居する施設において、入居者の人

権の尊重と尊厳の確保に十分配慮するよう努めます。

	事業実績

	・平成17年3月に泉北・泉南ブロックにおいて設置した自立支援センター「おおいずみ」は、2棟に25人ずつ入居し、各棟、1人当たり約3畳の個室仕様としており、就寝等に際してのプライバシーを確保している。

・入所時に健康相談や医師・看護師による定期的な医療相談・健康相談を行い、治療が必要な場合は必要な医療が確保できるよう、支援している。

・入所者の宿泊、食事、衣料の提供や職業、生活保健その他身の上の相談事項にも相談員が個別に対応している。

・生活相談指導員が、入所者の過去の生活状況などを把握し、共同生活を行う上で必要な生活指導を行うとともに、これまでの生活歴や健康状態を勘案しながら個人ごとの自立支援プログラムを策定し、処遇を行っている。

・就労、住宅確保に向けた支援も実施している。



	事業効果
	＜自立支援センターおおいずみの運営状況＞ H20.3月末（総入所者306人）
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・自立支援センターに入所中、健康相談、就労相談などを経て、約４割の方

　が就労自立を果たし、生活保護適用による居宅確保や養護老人ホーム等社会

　福祉施設への入所などにより退所した109人を加えると、退所者の約3/4　

　が何らかの形で最終的にホームレス状態から脱却

	課題・問題点
	・特になし

	今後の取り組み方向
	・自立支援センター「おおいずみ」は、入所者のプライバシーの配慮がなされ、入所者の野宿生活からの脱却・自立に必要な支援を行っている有効な施設であるため、引き続き人権の尊重について十分配慮しながら取り組んでいく。

	担当部室課
	健康福祉部社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」にかかる施策評価

	計画項目

内容

	９．地域における生活環境の改善

	
	　（１）施設の適正な利用の確保

	
	　自立支援事業等と連携して、巡視・物件の撤去指導を実施するとともに、施設利用等の観点から著しい支障が生じていると考えられるものについては、指導を強化し、物件の一斉撤去等を実施します。



	事業実績

	施設の適正な利用の確保という観点から、支障物件の撤去指導、退去指導を実施。

○都市整備部所管施設のホームレス人数

H20
H19
H18
H17
H16
主な場所
道　　路

河　　川

公　　園

港　　湾
９８

４１３

１１４

３６

１２３

４７７

１３８

２３

１５８

５６４

１７６

２８

１７１

７４７

２４２

３１

１６４

８５９

３６４

３３

高架下等

旧淀川等

府営公園

埠頭緑地
合　計

６６１

７６１

９２６

１１９１

１４２０

○府営公園における取組み

公園内に散在する不必要物品及び無主物等を撤去することにより公園環境を改善し、快適な公園空間を創出。(毎年実施。下記は平成２０年度実績)

公園名

撤去日（H20）

結　　　　　果

浜寺公園

7/18、8/22

放置物件等撤去 撤去ﾃﾝﾄ：2張（2ｔﾀﾞﾝﾌﾟ3台）

大泉緑地

4/21、10/22

放置物件等撤去 撤去ﾃﾝﾄ：2張（2tﾀﾞﾝﾌ3台分）

服部緑地

2/21、5/2、7/28
放置物件等撤去 撤去ﾃﾝﾄ：3張(2tﾄﾗｯｸ16台・

ﾊﾞｯﾃﾘｰ108個)
久宝寺緑地
4/21、5/8、5/27、
6/2、6/17、6/23、
7/8、7/28

放置物件等撤去 撤去ﾃﾝﾄ：7張(2tﾄﾗｯｸ6台

・ﾊﾟｯｶｰ車14台分)

○漁港区域における取り組み

巡回相談員や福祉事務所と連携しつつ、退去指導を強化した結果、起居していたホームレスが退去するとともに、不法に設置されていた物件を撤去した。さらに併せて周辺の放置自動車や不法投棄物件の撤去を行った。

・漁港区域のホームレス数　H18　5人　　⇒　H20　3人



	事業効果
	パトロールの実施や撤去指導等の結果、公共施設におけるホームレス数が減少している。また、並行して放置自動車及び不法投棄対策も進めた結果、放置自転車や不法投棄も減少した。



	課題

・問題点
	・野宿期間が長期化したホームレスへの対応。

・退去指導及び不法占有物件の撤去指導に応じないものへの対応。

・退去後の他の公共施設への移動問題。

・退去後の物件の撤去費用負担の問題（原因者に費用負担の能力がない場合が多いことから、施設管理者の負担が増大する）。また、撤去が遅れると新たなホームレスの起居の場となる場合が多い。



	今後の取り組み方向
	パトロールの実施等により、ホームレス数の減少に一定の効果を挙げている。

引き続き関係機関と連携、協力し対応し、強く退去を促していく。



	担当部課
	環境農林水産部　水産課

都市整備部　　　交通道路室　河川室　公園課　港湾局


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」にかかる施策評価（案）

	計画項目

内容
	９．地域における生活環境の改善

	
	　（２）施設管理者による監督処分

	
	　施設整備等から必要な場合には、法令の規定に基づき、施設からの退去・移動の監督処分を実施します。



	事業実績

	施設管理者による法令の規定に基づく監督処分に至った事例、実績無し。

	事業効果
	特になし。

	課題

・問題点
	これまでのところ、施設管理者として監督処分した実績はないが、度々の退去指導に従わず、公共施設でのホームレスの起居が長年に亘っている場合がある。

ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法第11条に、施設管理者は「当該施設をホームレスが起居の場所とすることによりその適正な利用が妨げられているときは、ホームレスの自立の支援等に関する施策との連携を図りつつ、法令の規定に基づき、当該施設の適正な利用の確保するために必要な措置をとるものとする」旨の規定がある。今後については、同法の趣旨に従い、公共施設の適正利用の確保のために必要な場合については、自立の支援等に関する施策と連携を図りつつ、必要に応じ、法令の規定に基づく監督処分を実施する。

	今後の取り組み方向
	現状を考えると、引き続き長期に亘り、公共施設に起居するホームレスがあると考えられるので、ホームレスの自立支援事業と連携しつつ、施設管理者として公共施設からの退去指導を引き続き行うとともに、施設からの退去・移動の監督処分など、公共施設の適正な利用の確保に必要な措置を講じる。

	担当部課
	環境農林水産部　水産課

都市整備部　都市整備総務課　交通道路室　河川室　公園課　港湾局


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	１０．地域における安全の確保

	
	　

	実施計画内容
	警察は、関係機関や地域住民と緊密に連携し、ホームレスが関係する事件・事故の防止等、地域の安全を確保するための活動を実施していくものとします。


	事業実績

	平成１６年４月に策定された実施計画に基づき、同月１６日に「ホームレス問題に係る施策の推進に関する通達」を発出。

府下の警察署に対して、関係機関、管理者等の連携に努めるともに

· パトロールの強化等地域住民の不安感を除去する活動の推進

· ホームレスに係る事件事故発生防止活動の推進

· 緊急に保護を必要と認められる者に対しての適切な保護活動の推進

等について指示を徹底しました。



	事業効果
	　各警察署等に寄せられるホームレスに関する相談や、発生するホームレスに係る事件事故に対し、パトロールの強化を図るなど迅速的確な対応を行った結果、犯罪を未然に防止するなどの地域の安全を確保するための活動を積極的に行いました。

	課題・問題点
	　



	今後の取り組み方向
	　今後も「地域における安全の確保」するための活動を推進します。

	担当部室課
	警察本部生活安全部生活安全総務課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	１０．地域における安全の確保

	
	　（１）警戒活動の推進及び再発防止

	実施計画内容
	地域住民等に不安や危害を与える事案、ホームレスに対する不法事案等に対しては、迅速かつ適切な措置を講ずるとともに、警戒活動を強化して再発防止に努めます。



	事業実績

	　府警本部から各警察署に対し、関係機関、管理者等の連携に努めるともに

　　　・　パトロールの強化等地域住民の不安感を除去する活動の推進

· ホームレスに係る事件事故発生防止活動の推進

等について指示を徹底しました。



	事業効果
	　各種事案等に対する迅速な対応が行われ、早期に地域住民の不安感を除去する活動が実施されたとともに、発生したホームレスに係る事案等に対しても徹底した指導取締りにより同種事案等の再発防止を図りました。

	課題・問題点
	

	今後の取り組み方向
	　今後も地域住民の要望を的確に把握し、地域住民の不安感の除去に努めるとともに、ホームレスが関係する事件、事故の実態を把握し、警戒活動を強化して再発防止に努めます。



	担当部室課
	警察本部生活安全部生活安全総務課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	１０．地域における安全の確保

	
	　（２）緊急に保護を必要とすると認められる人の適切な保護

	実施計画内容
	緊急に保護を必要とすると認められる人については、警察官職務執行法(昭和23年法律第136号)等に基づき、一時的に保護し、その都度、関係機関に引き継ぐ等、適切な保護活動を推進します。



	事業実績

	　府警本部から各警察署に対し、関係機関、管理者等の連携に努めるともに

　　　　緊急に保護を必要と認められる者に対しての適切な保護活動の推進

等について指示を徹底しました。

	事業効果
	各警察署に対して指示が徹底されたことにより、ホームレスの人権に配意した適切な保護活動が行われました。

	課題・問題点
	　

	今後の取り組み方向
	今後も関係機関との連携を一層強化するとともに、適切な保護活動を推進します。

	担当部室課
	警察本部生活安全部生活安全総務課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	11．自立の支援等を行う民間団体との連携

	
	　（１）民間団体等との連携

	実施計画内容
	大阪府及び市町村は、自立支援に関して、社会福祉協議会、社会福祉士会、ＮＰＯ、ボランティア団体、民生委員及び児童委員等と情報交換や意見交換を行います。

	事業実績

	・平成１７年度に開催された「ホームレス支援をテーマにした円卓会議」に出席し、情報交換等を行った。

（円卓会議：実施主体は大阪府社会福祉協議会

　 　　　　　 構成メンバーは大阪府社会福祉協議会理事及び評議員

理事及び評議員には市町村社会福祉協議会、社会福祉士会、
ＮＰＯ、ボランティア団体、民生委員等が含まれる。）

・会議内容：⑴大阪府社会福祉協議会におけるホームレス支援の取り組み報告

　　　　　　⑵学識経験者、NPO代表者、民間企業代表者、当事者それぞれの立
場からのホームレス支援に対する問題提起に対する情報交換及
び意見交換

	事業効果
	・当事者を交えての情報交換・意見交換を実施したことで、より一層ホームレスの人の置かれている状況が理解できた。

・円卓会議出席者：６０人

	課題・問題点
	

	今後の取り組み方向
	

	担当部室課
	健康福祉部地域福祉推進室地域福祉課


大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	11．自立の支援等を行う民間団体との連携

	
	（1） 民間団体等との連携
（2） 民間団体の積極的な活用

	実施計画内容
	（1） 民間団体等との連携
大阪府及び市町村は、自立支援に関して、社会福祉協議会、社会福祉士会、ＮＰＯ、ボランティア団体、民生委員及び児童委員等と情報交換や意見交換を行います。また、民間団体等に対して、実施計画やホームレスの人への各種の施策等について、情報提供を行います。
（2） 民間団体の積極的な活用
民間団体の活用については、これまでも実態調査、就労支援、生活相談等の業務や運営を委託するなどその能力の活用を図ってきたところですが、引き続きその能力を活用していきます。今後とも民間における自立支援にかかる取り組みは、ホームレス問題の解決にあたって重要な役割を担うものであり、民間団体が行う自立支援等事業を促進していきます。

	事業実績

	○国、大阪府、大阪市、経済４団体、労働団体を構成員とし、平成１６年１０月に設置した「大阪野宿生活者(ホームレス)就業支援協議会」において、ホームレスの人への就業支援施策等について、意見交換や情報提供を行っている。

・会議開催日　平成１６年１０月　８日

　　　　　　　平成１７年　８月　３日

　　　　　　　平成１８年１１月１０日

　　　　　　　平成１９年　６月２８日

　　　　　　　平成２０年１２月２４日

○「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」においては、「大阪野宿生活者(ホームレス)就業支援協議会」と連携し、経済４団体傘下企業等に対し就労へのアンケート調査を実施した。

・アンケート調査実績　Ｈ１８　発送数 約5,200社、回答数 375社

Ｈ１９　発送数 約5,400社、回答数 209社

○大阪市・民間団体・労働団体とともに「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」を平成１７年４月に組織し、国の「ホームレス就業支援事業」を受託して、ホームレスの人のニーズに合った就労機会を民間事業所等から幅広く確保し提供する等、様々な支援を実施している。

また、当運営協議会に対して、大阪市とともに運営補助を行っている。

・事業費（府市運営補助）（負担割合：府1/2、市1/2）

Ｈ１７　　　　　　７，１６２千円

　　Ｈ１８　　　　　　８，９９６千円

　　Ｈ１９　　　　　　８，６３４千円

　　Ｈ２０（予算額）　９，０００千円

	事業効果
	○「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」において、アンケートへの回答があった企業を訪問し、ホームレスの人への就業支援施策等の情報提供や仕事等の開拓に努めた。
○「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」の就業支援実績
Ｈ１７　　Ｈ１８　 Ｈ１９　　 Ｈ２０（予定）

就業支援相談　　804人　 1,559人　 1,796人　 2,100人

事業所接触　　1,093件　   717件　 1,133件　 1,200件

請負仕事従事　  800人　 2,874人　 2,944人 　2,900人

雇用　　　　  　133人　   364人　   431人　 　450人

職場体験講習　   56人　   211人　　 239人　 　280人

	課題・問題点
	○ホームレスの人の就労自立を促進するためには、これまで以上に、民間企業への就業支援施策の情報提供を行っていく必要がある。
○公的な就労機会の確保については限界があることから、就労自立を促進する

ためには、これまで以上に民間事業所等からも積極的に幅広く仕事等を開拓する必要がある。

	今後の取り組み方向
	○今後とも、「大阪野宿生活者(ホームレス)就業支援協議会」と連携し、経済４団体傘下企業を始めとして民間企業に対し、就業支援施策について積極的に情報提供を行い、ホームレスの人への就労自立に繋がるよう啓発に努めていく。
○「大阪ホームレス就業支援センター運営協議会」において、「大阪野宿生活者(ホームレス)就業支援協議会」と連携し、経済４団体傘下企業を始めとして、民間企業等に協力要請し、幅広く仕事の開拓に努めていく。

	担当部室課
	商工労働部雇用推進室労働福祉課


大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	１１　自立の支援等を行う民間団体との連携

	
	（1） 民間団体等との連携

（2） 民間団体の積極的な活用

	実施計画内容
	各種の自立支援施策の活用により自立し、地域社会において自立した生活を継続していくためには、民間団体等が連携・協力して地域におけるきめ細かな生活支援活動等を行っていく必要があります。

(1)　民間団体等との連携

大阪府及び市町村は、自立支援に関して、社会福祉協議会、社会福祉士会、ＮＰＯ、ボランティア団体、民生委員及び児童委員等と情報交換や意見交換を行います。また、民間団体等に対して、実施計画やホームレスの人への各種の施策等について、情報提供を行います。

(2)　民間団体の積極的な活用

民間団体の活用については、これまでも実態調査、就労支援、生活相談等の業務や運営を委託するなどその能力の活用を図ってきたところですが、引き続きその能力を活用していきます。今後とも民間における自立支援にかかる取り組みは、ホームレス問題の解決にあたって重要な役割を担うものであり、民間団体が行う自立支援等事業を促進していきます。

	事業実績

	・府内を４つのブロックに分け、市町村の共同事業としてホームレスの人を巡

回相談員が訪問し、面談による個々のニーズの把握、必要な支援を行う「巡回相談指導事業」を実施。

・巡回相談指導事業は各ブロックの市町村が共同で実施主体となり、社会福祉法人大阪府社会福祉協議会、社会福祉法人大阪府総合福祉協会、社団法人大阪社会福祉士会からなる民間の共同事業体に事業を委託しており、これら民間団体と連携しながら事業を実施している。

・泉北・泉南ブロックに設置する自立支援センターの入所者のアフターフォロー事業として、元ホームレス状態にあった人々が個人の力に応じて生計を維持し、地域で自律的に生活することができるよう、生活の諸側面を支え、個人の能力の回復と意欲の向上を促し、社会参加していく過程を支援することとして事業を行うＮＰＯ法人に対し、事業所の借り上げ等に係る設備等資金及び運営資金について、事業開始から延べ3ヵ年間、事業助成を行っている。

　事業主体：ＮＰＯ法人ＯＩＫＯＳ

　事業場所：オイコス堺（堺市堺区楠町）　敷地面積：330.81㎡

　入居期間：最長1年間

　事業内容：入居・退去時指導、生活技能向上に関わる活動、個別専門相談、

　　　　　　入居搬送と各種手続代行　など

　助成内容：設備等資金（初年度のみ、10,000千円上限）

　　　　　　運営資金（1年目：3/4　2年目：1/2　3年目：1/3  10,000千円上限）

　19年度助成実績：11,891千円

	事業効果
	· 上記取り組み等によるホームレスの方の状況に応じた支援を行うことにより、ホームレス数の減少に効果があった。

＜ホームレス数の推移＞

ブロック名

全国調査結果

c－a

H15.1
ａ

H19.1
ｂ

H20.1
ｃ

府（大阪市除く）

１，１５４

８４２

６８６

▲４６８

大　阪　市

６，６０３

４，０６９

３，６４７

▲２，９５６

大 阪 府 全 体

７，７５７

４，９１１

４，３３３

▲３，４２４

＜平成19年度の野宿生活からの脱却状況＞

　・巡回相談指導事業によって、233人がホームレス状態から脱却　

　　内訳　入院：95人　自立支援センター入所：81人

　　　　　生活保護による居宅設定：32人　住み込み就労：9人

　　　　　施設入所：8人　年金受給等：8人

＜自立支援センターおおいずみの運営状況＞ H20.3月末（総入所者306人）

退所

事由

ホームレス状態から脱却

目標未達成

計

就労

生保

入所・

入院等

年金

受給等

施設

判断

自主

判断

人　数

120

22

67

20

7

62

298

229（76.8％）

69（23.2％）

・自立支援センターに入所中、健康相談、就労相談などを経て、約４割の方

　が就労自立を果たし、生活保護適用による居宅確保や養護老人ホーム等社会

　福祉施設への入所などにより退所した109人を加えると、退所者の約3/4　

　が何らかの形で最終的にホームレス状態から脱却

・ＮＰＯ法人による事業によって、自立支援センターを退所された人の生活指導について、支援を果たしている。



	課題・問題点
	・巡回相談指導事業に係る民間団体との連携については有効に機能している。

・ＮＰＯ法人が行う助成金事業については、助成期間終了後の財源確保と自主運営

・新たな民間団体との連携方策

	今後の取り組み方向
	・巡回相談指導事業によって、野宿期間の長期化、高齢化により健康面での不安を抱えるホームレスの方の医療面等での支援（保健及び医療の確保）、ホームレス数の減少に成果を挙げており、現体制のもと、引き続き市町村、巡回団体と連携、協力し、相談体制の充実を図りながら事業を実施していく。

・自立支援センターの就労退所者が再びホームレスに戻ることなく、地域社会に定着していけるよう、助成金事業の円滑な運営を継続支援していく。

	担当部室課
	健康福祉部社会援護課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	1２．その他、自立の支援等に関すること

	
	　（１）地域福祉計画の策定

	実施計画内容
	大阪府では、大阪府社会福祉審議会答申「これからの地域福祉のあり方とその推進方策について」を受け、「大阪府地域福祉支援計画～おおさか福祉コミュニティ創生プラン～」を、平成15年3月に策定したところです。市町村に対しては、広域的、専門的視点からの支援を行うとともに、住民参加による地域福祉活動の活性化を図るため、大阪府地域福祉支援計画に基づき、大阪府地域福祉推進支援モデル事業等を通じて、市町村地域福祉計画の策定の促進に努めます。

	事業実績

	　大阪府地域福祉支援計画に基づき、健康福祉を支える人材の確保・育成や高度専門的相談への対応など、広域団体としての役割を十分に果たしつつ、地域・市町村がその創意と工夫による取組みとして、健康福祉の諸活動を進め、府域の福祉水準の向上を図っていけるよう、重層的な健康福祉セーフティネットの構築に向けて市町村を支援した。



	事業効果
	　大阪府地域福祉支援計画を指針として、各市町村において地域福祉計画が策定された。

・市町村地域福祉支援計画策定市町村数：４０市町村（平成19年度末現在）

	課題・問題点
	

	今後の取り組み方向
	　平成20年度に計画期間が満了するため、今年度中に次期地域福祉支援計画を策定する予定。

	担当部室課
	健康福祉部地域福祉推進室地域福祉課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票
	実施計画項目
	１２．その他、自立の支援に関すること

	
	（２）ＮＰＯ等が活動しやすい環境づくりの支援

	実施計画内容
	　ＮＰＯ活動に対する大阪府民の理解や協力を促進し、ＮＰＯ活動が広がる環境づくりをすすめるとともに、活動の質を高めるため、組織運営能力の向上を支援します。また、ＮＰＯがその特性を活かせる分野での協働をすすめます。
また、地域再生に向けた社会的起業の創出・育成を図るため、地域に埋もれているマンパワーを活用して地域福祉活動を展開する団体に対し、様々な技術的支援や団体間のネットワーク形成を通じたノウハウの提供、資金調達の橋渡しなどを行う仕組みを構築し、民・民のパートナーシップで展開される地域福祉を推進します。

	事業実績

	　地域における福祉課題の解決に取り組む社会起業家の活動を支援するため、

Ｈ１５・１６年度に社会起業家に対して技術的な支援等を行う「社会起業家育成支援プロジェクト」をモデル事業として実施した。

また、モデル事業の成果等に基づき、平成１７年度から社会起業家の活動基盤づくりや中間支援のための基盤づくりを進めるとともに、大阪府福祉基金を活用し、スタート段階の社会起業家が進めようとする事業の実現可能性を検証するための経費を助成した。

・事業費　Ｈ１６　１０，０００千円　Ｈ１７　１８，２１５千円

　　　　　Ｈ１８　１６，８２２千円　Ｈ１９　１６，８２２千円

	事業効果
	　提案公募で選定した中間支援組織数　

Ｈ１７年度　５団体　Ｈ１８年度　５団体

Ｈ１９年度　５団体

　ファンド助成した社会起業家数

Ｈ１７年度　　９団体　Ｈ１８年度　　６団体

Ｈ１９年度　１３団体

	課題・問題点
	

	今後の取り組み方向
	　「社会起業家育成支援基盤づくり事業」は、社会起業家の育成支援に向けた「基盤づくり」という点では一定の役割を果たしたことから平成19年度末で終了した。

　なお、立ち上げ段階の社会起業家の支援は、今後も、大阪府福祉基金を活用し、行っていく。

	担当部室課
	生活文化部府民活動推進課・健康福祉部地域福祉課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	１２．その他、自立の支援に関すること

	
	（２）ＮＰＯ等が活動しやすい環境づくりの支援

	実施計画内容
	　ＮＰＯ活動に対する大阪府民の理解や協力を促進し、ＮＰＯ活動が広がる環境づくりをすすめるとともに、活動の質を高めるため、組織運営能力の向上を支援します。また、ＮＰＯがその特性を活かせる分野での協働をすすめます。



	事業実績

	○　ＮＰＯ活動の支援拠点であり、ＮＰＯの活動の場やＮＰＯに関する様々な情報を提供する「大阪ＮＰＯプラザ」の運営に対する支援や、ＮＰＯに関する総合サイトである「大阪ＮＰＯ情報ネット」を通じた情報提供等を行った。

○　また、「大阪府ＮＰＯ協働推進計画（平成１６年４月策定）」に基づき、全庁連携のもと、ＮＰＯの特性が活かせる分野での協働を進めた。

※　別紙１参照。

	事業効果
	○　ＮＰＯ活動に対する府民の理解促進が図られ、ＮＰＯ活動が広がる環境づくりの進展に一定の効果があった。また、活動の質が高まることで行政との協働事業数が増加した。

※　別紙２参照。

	課題・問題点
	○　府民・ＮＰＯと行政の実りある協働の実現に向けた取り組みをさらに推進していくためには、府だけではなく、ＮＰＯに身近な市町村や、ＮＰＯ活動を多様な面から支援する中間支援組織との連携を深めながらすすめていく必要がある。

	今後の取り組み方向
	○　府の財政状況に鑑み、施策を実施することによる効果に十分留意しながら、市町村や中間支援組織とも密接な連携を図ることで、今後とも、ＮＰＯ活動が広がる環境づくりをすすめていく。

	担当部室課
	生活文化部府民活動推進課


【別紙１】

事業実績（主なもの）

１　大阪ＮＰＯプラザ管理・運営支援事業（平成14年4月～）
ＮＰＯの育成と活動の活性化を促進するため、活動の場や情報を提供する総合的な支援拠点である「大阪ＮＰＯプラザ」を整備し、管理団体（（社福）大阪ボランティア協会）に対する管理・運営支援事業を実施。
■　予算額（単位：千円）

	１６年度
	１７年度
	１８年度
	１９年度
	２０年度

	５３，６１５
	４４，９０８
	４４，００３
	４３，６９３
	３９，５０２


　　※国庫負担なし

■　利用状況

	区　分
	１６年度
	１７年度
	１８年度
	１９年度

	来館者数
	７０，９３３人

(２０２人/日)
	７６，２９４人

(２１７人/日)
	９２，１４７人

(２６３人/日)
	８９，３６１人

(２５５人/日)

	貸会議室

利用率
	３９．３％
	３８．８％
	４５．７％
	４２．１％

	プラザ

登録団体
	２１７団体
	１４３団体
	９３団体
	９４団体


２　ＮＰＯ情報発信強化事業（平成18年2月～）
府民のＮＰＯ活動に対する理解促進、行政とＮＰＯとの協働の推進を図るため、大阪ＮＰＯプラザを起点に「大阪ＮＰＯ情報ネット」を通じてＮＰＯの総合情報を広く発信。
■　予算額（単位：千円）

	１７年度
	１８年度
	１９年度
	２０年度

	４，８５４
	４，８５４
	４，８５４
	４，３３７


　　※国庫負担なし

　■　利用状況

	区分
	１７年度
	１８年度
	１９年度

	アクセス数
	５，５０７
	４１，５４５
	４２，４８０


【別紙２】

事業効果

１　ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）の設立認証数の増加

　　　簡易・迅速な手続きで法人格を付与することにより、市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の発展を促進する、というＮＰＯ法（特定非営利活動促進法）の規定により認証された法人数は、平成２０年度末時点で、Ｈ１５年度のおよそ１．９倍の２，４５８法人数を数える。

■　特定非営利活動法人の設立認証件数（累計）

	１５年度
	１６年度
	１７年度
	１８年度
	１９年度

	１，２９０ 
	１，６６５
	２，０３２
	２，２７９
	２，４５８


２　協働事業数の増加
　　　全庁連携のもと、ＮＰＯの特性が活かせる分野での協働推進に取り組んだ結果、平成１９年度時点で、Ｈ１５年度のおよそ１．４倍の１４８件（事業）数（後援を除く）を数える。

　　　
■　協働事業数の推移（単位：千円）
	協働の形態
	
	１５年度
	１６年度
	１７年度
	１８年度
	１９年度

	１　政策形成過程への参画
	件数
	１９
	１２
	１３
	１５
	１５

	２　共　催
	事業数
	４
	３
	６
	６
	１５

	３　実行委員会・協議会
	事業数
	１
	５
	１０
	１３
	１５

	４　事業協力
	事業数
	９
	６
	１０
	１２
	１７

	５　委　託
	事業数
	４２
	２４
	３５
	４０
	４３

	
	金額
	619,315
	100,858
	401,984
	586,596
	622,400

	６　補助金

・助成金
	制度数
	１１
	９
	１２
	１２
	１３

	
	金額
	244,220
	180,806
	173,239
	71,061
	70,270

	７　後　援
	事業数
	８７
	３
	１６
	４８
	３５

	８　その他
	事業数
	１７
	１６
	２３
	２６
	３０


１　政策形成過程への参画

　　　行政が、事業計画や施策を検討する際に、ＮＰＯからの提案を受けたり、審議会・検討会等への参画を求め意見を聞いたりする形態（ＮＰＯ法人役員等の審議会委員への就任、ＮＰＯからの企画案の提案受け入れ、地域の市民団体等との意見交換会など。）。

２　共催

　　　ＮＰＯと行政が主催者となって共同でひとつの事業を行う形態。

３  実行委員会・協議会への参画

　　　ＮＰＯと行政等で構成された実行委員会・協議会等が主催者となって事業を行う形態。

４  事業協力

　　　ＮＰＯと行政が互いの特性を生かす役割分担を定めた協定書等を締結するなど、継続的な関係のもとで協力して事業を行う形態（地域に密着したＮＰＯがその地域にある道路や河川などの 「里親」となって、清掃や植生管理などを行ういわゆる「アドプトプログラム」もこれに含める。）。

５  委託

　　行政が事業を遂行するに相応しいＮＰＯに対して、委託して事業を行う形態（ＮＰＯの専門性や地域性、機動力、組織原理などを尊重し、活かすことができるものであることが必要で、行政側の財政的な負担軽減のみを目的として委託するものは除く。）。

６　補助金・助成金

　　ＮＰＯが主体的に行う公益性の高い事業等を育成・助長するため要綱等に基づいて資金提供を行う形態（府が直接ＮＰＯに交付するものが対象で、市町村等を通じて交付しているものは除く。）。

７　後援

　　ＮＰＯが行う公益性の高い事業に対し、府の後援名義の使用を認めて支援する形態。

８　その他

　　上記のいずれにも該当しないが、上記の定義に合致する事業。

「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	1２．その他、自立の支援等に関すること

	
	　（３）民生委員及び児童委員への研修等

	実施計画内容
	定例民生委員会長連絡会において、随時適切な情報提供を行うとともに、民生委員・児童委員研修でホームレスの人の自立支援等に関する研修を実施し、地域での理解、協力を促進します。



	事業実績

	・　平成１７年度に、中堅の民生委員・児童委員を対象とした研修会において、事例発表による研修を実施した。

研修内容：「府内の野宿生活者の実態と課題について」

研修講師：大阪府社会福祉協議会　社会貢献推進室　職員

研修日数：１日×３回

・　事業費（民生委員・児童委員研修全体分：負担割合は国１／２ 府１／２）

　　H１７　２，４６６千円

	事業効果
	・　相談・支援経験を積み重ねてきた中堅の民生委員・児童委員を対象に、「事例発表形式」の研修会としたことで、受講者は「ホームレスの人の自立支援等」の必要性をより身近に感じ、地域での理解・協力の実践に繋げることができた。

・　研修受講者数：２９０人



	課題・問題点
	

	今後の取り組み方向
	・　ホームレスの人の自立支援に向けて引き続き担当課と連携のもと、定例民生委員会長連絡会において、随時適切な情報提供を行うとともに、民生委員・児童委員研修において、「ホームレスの人の自立支援等に関する研修」を実施し、民生委員・児童委員を通じてホームレスの人々への地域での理解・協力を促進する。

	担当部室課
	健康福祉部地域福祉推進室地域福祉課


「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」施策評価調査票

	実施計画項目
	1２．その他、自立の支援等に関すること

	
	　（４）地域福祉権利擁護事業の利用の促進　（現：日常生活自立支援事業）

	実施計画内容
	認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等、自己の判断のみでは意思決定に支障のある人に対し、福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理などを行う「地域福祉権利擁護事業」の推進を図り、実施機関と地域の関係機関との一層の連携強化の促進、生活支援員の質の確保に向けた研修等の充実、成年後見制度の活用促進等を図ります。

	事業実績

	・　専門員が利用者のニーズ把握と支援計画の作成を行い、生活支援員が利用者に対して福祉サービスの利用関する情報提供、相談や利用契約の支援等を行う「福祉サービス利用援助サービス」や生活費としての預貯金の出し入れ管理を行う「日常的金銭管理サービス」、預貯金通帳や印鑑を預かる「書類等の預かりサービス」を実施。

※H19年度　　国庫補助事業名称の変更　「地域福祉権利擁護事業」⇒「日常生活自立支援事業」

【事業費】（負担割合は国：府：市それぞれ１／３　H17年度までは大阪市をH18年度以降は大阪市、堺市を除く。）

　　H16年度：133,635千円、H17年度：150,928千円、H18年度：159,120千円、

　　H19年度：188,691千円、H20年度：198,257千円（予算額）

【実利用者数】 

H16年度：  663件　、H17年度：  798件（H16～H17大阪市除く）

H18年度：  903件　、H19年度：1,132件（H18～H19大阪市・堺市除く）



	事業効果
	· 地域において福祉の関係機関との連携が進み事業の周知が進んだことから、日常
生活自立支援事業の利用者数が増加した（上記、【実利用者数】参照）。



	課題・

問題点
	・　日常生活自立支援事業の利用中に意思能力が著しく低下するケースや財産侵害の予防が必要となるケースなど成年後見制度への移行や併用が必要となるケースが生じている。

	今後の取り組み方向
	・　「日常生活自立支援事業」の普及啓発と併せて、「成年後見制度」の適切な利用が図られるよう、弁護士会・社会福祉士会・司法書士会とも連携して市町村や関係機関への制度の普及に努める。

	担当部

室課
	健康福祉部地域福祉推進室地域福祉課


○大阪府ホームレス就労支援事業実績


�
受講者数�
修了者数�
就職者数�
就職率�
�
平成16年度�
３０人�
２９人�
１１人�
37.9％�
�
平成17年度�
１９人�
１７人�
１４人�
82.4％�
�
平成18年度�
２人�
２人�
２人�
100％�
�
・訓練修了者については就職自立に結びついている人も多く、ホームレスの


　減少に一定の効果があった。





（参考）


ホームレスの人に対する国の技能講習事業については、社会福祉法人みおつくし福祉会が平成１５年度から厚生労働省の委託を受け、ホームレス自立支援センター入所者等に対して実施している。


・技能講習科目及び受講者


�
受講科目数�
受講者数�
�
平成16年度�
２０科目�
２６９人�
�
平成17年度�
１８科目�
２２６人�
�
平成18年度�
２１科目�
２７７人�
�
平成19年度�
２７科目�
３１６人�
�
平成20年度


(予定)�
２６科目�
３００人�
�
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